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序章
【背景】
 衝突や乗揚げ海難は、乗員乗客の生命は勿論のこと、荷主及び船主の経済的損失だけで
なく、重油流出による生態系の破壊並びに沿岸部の住民に対する被害が、他の移動体によ
る事故に比べ計り知れないものとなる。平成18年に発表された海難審判庁の海難レポー
ト団によると、衝突及び乗揚げ海難は、それぞれ全海難件数の11％（単独衝突を除く）、
22％を占め、遭難に次いで多い件数となっている。
 同レポートによれば、海難審判において指摘された乗揚げ海難の原因第一位は、居眠り
（30％）である。これは海技者の持つ能力及び技術的な問題ではなく、海上における労働
環境に由来する問題である。本研究では、海技者の能力及び技術に関する議論が主体とな
るので、この問題については取り扱わない。
 一方、衝突海難の発生原因の第一位は、見張り不十分（55％）である。見張りは、海技者
にとっての基本的かつ重要な技術である。見張り不十分が衝突海難原因の第一位であると
いうことは、すなわち海技者の能力不足が事故を多発させていると推察される。しかし、
衝突海難を発生させた海技者は、海技者としての能力が不十分であったのだろうか。専門
職である海技者が起こした衝突事故については、その人の過失だけでなく、過失といわれ
る行動に至った背景を考察する必要がある。
 海難審判の目的は、海難審判法（昭和22年法律第135号）第1条が示すように、海難
の原因を明らかにし、以ってその発生の防止に寄与することである。犯罪行為について、
その行為者に対する刑事的な責任を追及する刑事裁判とは別に審議がなされるのはそのた
めであろう。しかしながら、裁決録に記載された衝突海難の原因の殆どが、海技者の取っ
た行動のみについて言及され、その者が何故そのような過失とされる行動に至ったのか、
その背景が究明されることは殆ど無く、まして、航行環境の改善を示唆するような審議が
なされることは極めて稀である。
 他の研究報告においても、海難審判裁決録を事故発生状況、気象海象条件又は船種など
に分類し、統計的な分析を行ったもの（例えば石田【21）、航行環境に対する主観的な困難度
に関する研究（例えば長澤【3］）が多く、航行環境の変化が海技者の行動に及ぼす影響を系
統的に研究した例を見ない。
 そこで、本研究においては、海技者の見張り機能に影響を及ぼす航行環境要因について
調査し、影響要因に対する見張り機能の達成度を解明することを目的とする。衝突海難の
防止は、海技者の見張りに委ねられていることに異論はない。しかしながら、航行環境に
応じた見張り機能の達成度を明確にすることによって、衝突海難防止策を操船者の行動に
期待すべきなのか、それとも航行支援システム又は航行環境の改善に期待すべきなのかが
明らかにされるだろう。
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【本論文の構成】
本論文は、以下のように構成される。
 第1章においては、見張り機能達成度の限界に関する概念を述べる。十分な教育を受け、
尚且つ経験を積んだ海技者であれば、海技者としての標準的な知識と能力を持つ。また、
発揮できる能力は、海技者が持つ知識及び能力を上回ることはないと考えるのが一般的で
ある。船舶安全運航は、航行環境が海技者に要求する能力以上の能力を海技者が発揮した
状態において実現されると考える。換言すれば、標準的な海技者が持つ能力以上のものを
要求する航行環境下においては、安全運航の実現は；期待できない。見張り機能達成度は、
航行環境の困難度による限界が存在することが考えられる。
 また本章では、避航操船における見張り機能の定義及び意義について議論する。見張り
機能を、「自船周囲を航行する船舶に関する情報を早；期に入手し、入手した情報を解析する
ことにより当該船舶の運動状態を継続的に把握し、把握した運動状態を基に将来状況を予
測し、予測した将来情況に基づき周囲を航行する船舶との衝突を避けるための適切な手段
を講ずること」と定義する。見張り機能は「船舶の発見」、「（他船に関する）現状把握」、
「将来状況の予測」並びに「避航内容の決定」の副次機能に展開される。これらの副次機
能毎に先述の仮説を用いて議論を進める。
 第2章においては、見張り機能達成条件について議論する。海技者は見張り機能達成に
必要な情報を取得するための作業を遂行する。ここで、見張り機能達成に必要な罪報は、
直接観測により入手可能なもの（入手情報）と、入手した情報を解析することにより取得
可能な情報（解析情報）に分類される。前者の情報を取得するための作業を情報入手とい
い、後者の情報を取得するための作業を情報解析という。例えば、他船のベアリングを取
得するための作業は、コンパスレピータ等により直接入手可能であるため、情報入手に属
する。一方、DCPAを取得するための作業は、他船の距離変化を操船者による解析又は航
海計器による解析を経る必要があるので、清報解析に属する。解析情報は、入手清報を基
に得られるため、入手晴報の従属関係にある。したがって、見張り機能達成には、必要な
精度で入手情報が取得され、かつ、衝突回避可能時刻までに情報解析を完了することが十
分条件となる。換言すれば、入手情報の精度は、少なくとも情報解析により機能達成が可
能な程度のものであることが必要条件となる。また、入手情報の精度は、航行環境により
左右される。本章では、入手情報精度に影響を及ぼすと考える航行環境を掲げる。
 第3章においては、各副次機能達成に必要な情報を取得するための作業を具体的に記述
し、航行環境が各副次機能達成に及ぼす影響度について、概念的に議論する。「船舶の発見」
機能においては、視界の状態並びに船舶航行密度の影響を重点的に議論する。「現状把握」
機能においては、視界の状態、他船の種類並びに他船の運動状態が及ぼす影響を重点的に
議論する。「将来状況の予測」においては、船舶交通流並びに漁船群の存在が及ぼす影響を
重点的に議論する。「避航内容の決定」については、見張りそのものではないが、見張りの
結果に基づき実施されるため、若干の考察を述べることとする。また、複数の環境要素が
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複合的に作用したときの見張り機能達成に及ぼす影響度について議論する。
 第4章においては、第3章にて概念的に議論した見張りの副次機能である「船舶の発見」
並びに「現状把握」ごとに、視界の状態が各副次機能達成に及ぼす影響について、操船シ
ミュレータによる検証結果を基に議論する。「船舶の発見」については、実務経験を持つ海
技者によるレーダ／ARPAの使用状況を計測する。計測結果を基に、視界制限下における船
舶発見時機を推定する。また、推定結果を用いて避航操船を数値シミュレーションし、視
界制限下における船舶発見の遅れに関する危険性を評価する。「現状把握」については、視
界良好下と視界制限下において、船舶の運動変化に対する海技者の把握状況を計測する。
視界状態の違いにより、海技者による船舶運動状態に関する情報取得手法の違いを明確に
する。また、各視界状態における情報取得に要する作業負荷を評価する。
 第5章においては、第3章にて概念的に議論した見張りの副次機能である「船舶の発見」、
「現状把握」並びに「将来予測」ごとに、船舶航行状態が各機能達成に及ぼす影響につい
て、操船シミュレータによる検証結果を基に議論する。「船舶の発見」については、船舶航
行密度が見張り範囲及び船舶発見時機に影響することを検証する。「現状把握」については、
航行状態が一般商船に比べて安定しない漁船の存在が、見張り作業負荷に及ぼす影響につ
いて議論する。「将来状況の予測」については、特定の船舶交通流の特性が同機能に影響を
及ぼすことを検証する。
 第6章においては、第4章と第5章において、個別に求めた見張り機能達成度について、
統一的な指標を用いた評価を試みる。ここでは、見張りの作業負荷を統一的な指標として
用いる。まず、作業負荷として用いることが相応しい操船者の行動について議論する。議
論の結果を用いて、見張り機能達成度を評価する。
第7章においては、本研究の結論並びに展望について述べる。
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第1章 はじめに
 過去の海難審判庁裁決録［4】にも記されているように、船舶衝突事故の主たる原因は、見
張り不十分である。当該事故当事者が見張り不十分といわれる行動に至ったのは、海技者
の怠慢によって、又は、海技に関する知識又は能力が一般的な海技者に比べ劣っていたた
めに生じたものであろうか。船舶安全運航を確立するための基本的かつ重要な技術の一つ
である見張りについて、怠慢な行動を取った、又は、知識及び能力が不足していたと考え
られるには、次の点を議論する必要がある。
 まず、労働条件である。過酷な労働条件下において、休息が不十分な場合は、居眠り運
航又はそれに類似した状況での当直が考えられる。このような状況下では、適切な見張り
が期待できず、怠慢な見張りとなる。一方、知識及び能力不足については、国家資格を持
たない者のみによる船橋当直がなされる場合がこれに該当する。当然のことながら、有資
格者については、標準的な知識及び能力を有するはずである。
 したがって、労働条件が適切であり、有資格者が当直している場合は、適切な見張りが
期待できる。しかしながら、現に海技を専門とする者が見張り不十分といわれる行動に至
るのは、見張り機能達成を不十分にする何らかの影響要素が存在するのではないかと考え
る。そこで、見張り機能達成の限界と影響要素との関係から安全運航の確立に対する議論
を展開することとする。
 また、本章においては、避航操船における見張り機能を明確にし、機能の分類を図る。
見張り機能を分類することにより、機能達成のために海技者がこなすべきタスクが明確に
なり、見張り不十分に対する問題点が鮮明になる。更に、見張り機能の明確化及び分類は、
安全対策を立案する際において、漠然としたものではなく、関係する機能に焦点を当てた
合理的かつ具体的な対策を講ずることが可能となる。
4
1．1 航行環境と見張り機能達成
 「航行環境が海技者に要求する能力と操船者が持つ能力とのバランスが崩れた時に海
難事故が発生する」という概念が小林｛5］により確立された。この概念を図1・1に示す。
 横軸は航行環境が海技者に要求する能力を示す。右にいくほど海技者は高い能力を発揮
することが航行環境から要求される。換言すれば、海技者が安全運航を維持するための条
件を全て実行することが難しくなることを示す。この難しさを航行環境の困難度をいう。
航行環境の困難度は、海域により変化する。また、同一の海域においても、視程が悪くな
ったり、航行船舶隻数が増加したりすると航行環境の困難度は高くなる。
 縦軸は海技者の発揮する能力を示す。縦軸上の曲線は海技者の能力分布を示す。能力に
個人差があることは当然であるが、経験積んだ海技者であれば、標準的な能力に集約され
る。縦軸上に示す曲線のピーク値（μH）が標準的な海技者の能力である。
 図中に示す45。の直線は、航行環境が海技者に要求する能力と操船・者が発揮する能力と
が等しい状況を示す。この直線より下の領域は、航行環境が海技者に要求する能力に比べ、
海技者の発揮する能力が低いため、事故が発生しやすい危険な領域である。航行環境が海
技者に要求する能力がμEの場合は、点Aの状態であり、45。の直線の上部にあるので安
全な状況である。一方、航行環境が海技者に要求する能力がμ’Eの場合は、点Bの状態で
あり、同直線の下部にあるので危険な状況である。このような時に海難事故が発生すると
考えられる。
 衝突海難の原因とされる「見張り不十分」や「動静監視不十分」といった行動は、当該
海技者の能力が特別低かったり、不適切な見張りをしていたりしたのではなく、標準的な
海技者が発揮する能力以上の能力を航行環境が要求したために、十分な見張りができず、
「不十分」と言われる行動となった可能性が考えられる。換言すれば、海技者による見張
り機能達成度は、航行環境の困難度により影響され、困難度があるレベルを超えると、操
船者が発揮できる能力と航行環境が要求する能力とのバランスが崩れ、安全運航の確立に
必要な見張り機能が達成できなくなることが予想される。
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1．2 避航操船における見張り機能
 避航操船とは、船舶同士が衝突することを避けることである。厳密に言うならば、同一
時刻において、2隻以上の船舶が同一地点に存在する状態を避けることである。
 避航操船を達成するためには、自船と他の航行船舶とが将来に亘り、上述の状態になる
かどうかを予測しなければならない。この予測は、自船の大きさ及び操縦性能を考慮に入
れ、衝突回避不可能となる時刻までになされなければならず、又、同時刻までに適切な避
航内容を決定しなければならない。
 上述の状態予測及び避航内容の決定は、当該他の航行船舶の運動状態並びに自船との位
置関係を把握し、解析することによって得られる結果である。他の航行船舶又は自誓の運
動状態が変化すれば、予測結果も従前のものとは異なった結果となる。したがって、他の
航行船舶の運動状態並びに自船と当該船舶との位置関係の把握は、継続してなされなけれ
ばならない。
 上述の運動状態及び位置関係の把握並びに解析は、数秒から数分程度の時間を要する。
特に複数の船舶が存在する状況では、船舶の航行状態により必要とされる精度は異なるも
のの、存在する全ての船舶に対する状態把握と解析をしなければならない。これらの時間
を考慮して、航行船舶の発見を行わなければならない。一般的に、航行船舶の早期発見が
求められるのは、このためである。
 以上の内容が避航操船における見張り機能（以後、単に「見張り機能」と記述する）で
ある。衝突回避から船舶発見に遡って記述したが、現場においては、これとは逆の流れに
なる。以上の議論を踏まえ、見張り機能を次のように定義する。
見張り機能とは、
「自船周囲を航行する船舶に関する情報を早期に入手し、入手した情報を解析すること
 により当該船舶の運動状態を継続的に把握し、把握した運動状態を基に将来状況を予
 領し、予測した将来情況に基づき周囲を航行する船舶との衝突を避けるための適切な
 手段を講ずること」
 見張り機能を現場における流れに沿って展開すると、表1・1に示す4つの副次機能に展
開される。ただし、「回航内容の決定」に関しては、見張りそのものではないので、本研究
では主として、「船舶の発見」、「現状把握」並びに「将来状況の予測」について議論する。
しかしながら、「避航内容の決定」は、見張りの結果に基づき実施されるため、これに関し
ても見張り機能達成のための一機能として、若干の考察を述べることとする。
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表1・1 避航操船における見張り機能
副 次 機 能 内        容
船舶の発見 自船の周囲を航行する船舶の存在を早期に発見すること
現 状 把 握 発見した船舶の運動状態並びに自船と当該船舶との位置関係を継ｱ的に把握すること
将来状況の予測 把握した状態から当該船舶と何時、どのような位置関係になるのｩを予測し、衝突のおそれの有無を判断すること
避航内容の決定
将来状況の予測の結果、衝突のおそれがあると判断したとき、当
Y船舶を避航するか否かを判断し、避航すると判断した場合は、
?q時機及びその内容を決定すること
1．3 研究対象
 本研究における見張り機能達成特性は、一般的な大型商船を運航する海技者による見張
りを対象とするものである。漁船、プレジャーボート、その他特殊な任務を負った船舶運
航者の場合には、若干異なる場合がある。また、海域については、海上交通安全法が適用
される航路並びに港測法が適用される港内などの特別に整備された海域よりも一般的な海
域を対象とする。海上交通安全法が適用される航路並びに港測法が適用される港内は、物
理的および法的に特別な航行環境整備がなされており、一般的な海域に比べ航行安全対策
が図られているからである。
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1．4 本章のまとめ
 本章では、海技者による見張り機能達成度は、航行環境の困難度により影響され、困難
度があるレベルを超えると、操船者が発揮できる能力と航行環境が要求する能力とのバラ
ンスが崩れ、安全運航の確立に必要な見張り機能が達成できなくなるという概念を示した。
また、見張り機能とは、「自船周囲を航行する船舶に関する情報を早期に入手し、入手した
情報を解析することにより当該船舶の運動状態を継続的に把握し、把握した運動状態を基
に将来状況を予測し、予測した将来情況に基づき周囲を航行する船舶との衝突を避けるた
めの適切な手段を講ずることjという結論を概念的に導いた。更に、見張り機能を4っの
副次機能「船舶の発見」、「現状把握」、「将来状況の予測」並びに「避航内容の決定」に展
開し、それぞれの内容を明確にした。
 次章においては、見張り機能達成条件について、見張り機能達成に必要な情報取得に関
する作業内容の観点から議論する。
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第2章 見張り機能達成におけるタスクと影響要素
 前章において、見張り機能とは、「自船周囲を航行する船舶に関する情報を早期に入手
し、入手した情報を解析することにより当該船舶の運動状態を継続的に把握し、把握した
運動状態を基に将来状況を予測し、予測した将来情況に基づき周囲を航行する船舶との衝
突を避けるための適切な手段を講ずること」という結論を概念的に導いた。また、海技者
による見張り機能達成度は、航行環境の困難度により影響され、困難度があるレベルを超
えると、安全運航の確立に必要な機能達成度に到達できなくなることを概念的に示した。
これは、標準的な海技者が発揮する能力以上の能力を航行環境が要求する場合に、十分な
見張りができず、「不十分」と言われる行動になることが予測されるからである。
 この概念が妥当であるならば、見張り機能の定義に含まれる「自船周囲を航行する船舶
に関する情報を早期に入手」並びに「入手した清報を解析することにより当該船舶の運動
状態を継続的に把握」することが、航行環境に影響されることが予想される。そこで、ま
ず見張り機能達成に必要な情報とその情報を取得するための作業について議論する。次に、
見張り機能達成条件について、見張り機能達成に必要な情報と情報取得のために遂行され
る作業との関係から議論する。最後に、見張り機能に影響を及ぼすと考えられる航行環境
について考察する。
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2．1 見張り機能達成に必要な情報とタスク
 前章において、見張り機能とは、「自船周囲を航行する船舶に関する情報を早期に入手
し、入手した情報を解析することにより当該船舶の運動状態を継続的に把握し、把握した
運動状態を基に将来状況を予測し、予測した将来情況に基づき周囲を航行する船舶との衝
突を避けるための適切な手段を講ずること」という結論を得た。すなわち、見張り機能が
達成されるためには、少なくとも引航回避不能となる前に、将来状況を予測するために必
要となる航行船舶の運動状態を把握する必要があり、この把握に必要となる情報の入手及
び解析が必要条件となる。この情報入手及び情報解析にかかる作業をタスクという。換言
すれば、見張りにおけるタスクとは、見張り機能達成に必要な情報を取得する作業であり、
情報入手と情報解析に大別される（見張り機能達成に必要な情報に関しては、後述する。）。
 情報入手に関わるタスクには、ベアリングの計測、測距など、観測により直接入手可能
な情報を取得する作業である。このタスクにより取得した情報を入手情報と呼称する。入
手情報は、目視観測により得るか、レーダ／ARPAなどの航海計器を使用して得る。したが
って、入手情報の内、目視観測によって得られるものは、視程又は昼夜の別（以後両者を
合わせて視界の状況という）により得られる情報が制限されることがある。
 一方の情報解析に関わるタスクには、相対運動の算出、CPAの算出など、複数の情報を
解析することによって新たな情報を取得する作業である。このタスクより取得した情報を
解析情報と呼称する。解析情報は、入手情報を解析して得る場合と、レーダ／ARPAなどの
航海計器を用いて手動又は自動による解析から得られるものとがある。解析情報の一部に
は、航海計器を使用しないと得られないものがある。例えば、再接近時間は手計算にせよ
自動計算にせよ、レーダを用いなければ算出することはできない。また、解析情報は、入
手情報を解析することによって得られるため、入手情報の精度が不十分な場合にぽ、精度
の高い解析情報が得られない。ただし、状況によっては、情報入手の回数を増やすことに
より精度を補うことができることがある。このことから、解析情報は、入手情報の従属関
係にある。
 見張り機能達成に必要と考える主な他船に関する情報（以後、他船情報という）につい
て、入手情報と解析情報の関係を表2－1に示す。なお、同じ他船情報を求める場合におい
ても、手段によって精度と所要時間が異なるものがある。例えば、目視観測では他船発見
と同時に概略の針路情報も入手可能であるが、レーダ／ARPAにより他船を発見した場合は、
当該船舶をARPAで補足し、更にARPA機能が解析を終えるまで、針路情報が得られない。
しかし、目視観測に比べれば、精度の高い情報が得られる。このことについては、次章に
おいて議論する。また、航海計器については、原則としてレーダ／ARPAにより得られる情
報について議論し、AISにより得られる情報に関しては、個別に検討する必要がある場合
において議論することとする。周知のように、AIS搭載義務のない船舶に関する回報が得
られないためである。
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表2・1避航操船において必要な他船情報
他船情報 入手情報i目視観測）
入手情報
i計器観測）
解析情報
i目視観測）
解析情報
i計器観測）
存在 ○ ○ 一 一
ベアリング ○ ○ 一 一
ベアリングの変化
i船首尾通過・衝突判断） △
× ○ ○
距離 ○ ○ 一 一
距離変化 × × ○ ○
姿勢角 ○ × 一 ○
姿勢角の変化 △ × ○ ○
相対運動 × × ○ ○
相対運動の変化 × × ○ ○
真運動 ○ × ○ ○
真運動の変化 △ × ○ ○
再接近距離（CPA） × × × ○
再接近時間（TCPA） × × × ○
船首尾航過距離 × × × ○
船種 ○ △（漁船群） 一 ｝
（注釈1）
0は情報収集可能な場合、△は一部可能な場合、xは情報収集不可能な場合、一は情報解析の必要がない場合
（注釈2）
目視観測において、一度の観測で得られる情報を入手情報とし、情報を得るために複数回の観測が必要なもの
を解析情報とする。計器観測において、レーダなどによりカーソルを当てるだけで得られる情報を入手情報と
し、自動又は手動を問わず、複数回の計測を経ることによって得られる情報を解析情報とする。
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2．2 見張り機能の低下
 見張り機能が達成されている状態は、安全運航が確立された状態である。このような状
態において、見張り機能達成度合いを議論するには、現象が何も現れないため、漠然とし
て捉えにくい。逆に、見張り機能が低下した状態は、ニヤミス、衝突事故などの現象が表
面化するため、理解されやすい。そこで、見張り機能が低下した状態を議論し、その反対
の状態を見張り機能が達成された状態とする。
 前節において、見張り機能を達成するためには、少なくとも避航回避不能となる前に、
将来状況を予測するために必要となる情報の入手及び解析が必要となることを述べた。こ
の情報入手及び情報解析にかかる作業をタスクと呼んだ。逆に、見張り機能が低下した状
態とは、タスクが完了していない状態、すなわち「避航回避不能となる前に、将来状況を
予測するために必要となる情報の入手及び解析が完了していない状態」である。
 前節において、情報には入手情報と解析情報に分類されることを述べた。また、解析情
報は、入手情報の従属関係にあることを述べた。これらのことを考慮し、上述の見張り機
能が低下した状態を分類すると、次のようになる。
①入手情報の精度が不十分であり、情報入手回数の増加によっても不足分を補うことが
 できない状態
②入手情報の精度は十分であるが、情報解析精度が不十分な状態
③情報入手に時間がかかり、衝突回避不能となる前に情報解析が完了しない状態
④情報入手は短時間であり、かつ入手情報精度も十分であるが、衝突回避不能となる前
 に情報解析が完了しない状態
 これらの4状態は、海技者の発揮する能力よりも航行環境が海技者に要求する能力の方
が高い状態であり、負荷の高いタスクが課せられた状態である。①及び③は、情報入手過
程での問題であり、②及び④は情報解析過程での問題である。見張り機能は、入手情報の
精度及び情報解析精度並びにこれらの情報を入手又は解析に要する時間に影響される。こ
の概念を念頭に、次章において、見張りに関する副次機能ごとに、機能達成に必要な情報
と、タスクに影響を及ぼす航行環境について議論する。
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2．3 見張りに影響を及ぼす航行環境
 本研究における見張り機能達成特性は、一般的な大型商船による見張りを研究対象とし、
更に、海上交通安全法などの特別法において航法が定められた海域を研究対象から除くこ
とは既に述べた。これ以外の航行環境で、前節にて議論した精度及び時間の観点から見張
り機能達成に影響を及ぼすと考える主な航行環境要素（以下、環境要素という）とその理
由を表2・2に掲げる。詳細については、次章において、各副次機能達成度との関係を議論
しながら示すこととする。
表2－2 見張り機能達成に影響を及ぼすと考えられる航行環境要素
航行環境要素 理      由
視程及び昼夜の別により、見張りの主たる手段が目視からレー
視界の状態 ダ／ARPAへ移行する。このことは、入手した情報精度及び解析
時間に影響する。
情報解析すべき船舶の増加により、解析に要する時間が増加す
る。又は、解析が追いつかず、必要な精度が得られないことが航行密度 ある。特に多数の漁船の存在は、漁船の特徴である不規則な運
動から、一般商船に比べ、情報解析に時間を要する。
航行海域の広さは、見張り範囲に影響する。そのため、清報入
航行海域の広さ 手時機に影響する。また、岬や島の多い海域においては、それ
らが死角となるため、情報入手時機が遅れる。
小型船になると、海面波の影に隠れ、目視においてもレーダに他船の大きさ おいても情報が得られにくい。
他船の運動状態は、真運動と相対運動に分類される。真運動は、
他船の針路と速力から構成される。針路把握は、姿勢角から判
他船の運動状態 断ずるが、姿勢角は角度により把握精度が異なるため、情報入手精度に影響する。また、他船速力は相対速力の一要因であり、
発航回避不能となる時刻に影響するため、解析に許される時間
に影響する。
ある程度の行き先が予め予測できることがあるので、情報入手
時間及び解析時間が短縮されることがある。しかしながら、予
船舶交通流 測が外れた場合は、避航回避不能となる時刻までに解析が終了
しない場合もある。海技者の当該航行海域通航経験も要因に含
まれる。
自照の船体構造 船体構造に起因する死角の存在により、情報入手が遅れる。
姿勢角の定義については、図2・1に示す。
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2．4 本章のまとめ
 見張り機能が達成されるためには、少なくとも避航回避不能となる前に、将来状況を予
測するために必要となる航行船舶の運動状態を把握する必要がある。航行船舶の運動状態
を把握するためには、航行船舶に関する情報入手及び情報解析作業が必要となる。これら
の作業をタスクと呼称する。ここで、情報入手作業とは、一一度の観測により直接他船清報
を取得する作業をいい、情報解析作業とは、複数の他船情報を解析することによって新た
な他船情報を取得する作業をいう。同一内容の他船情報を取得する場合であっても、航行
環境状態により、情報入手作業のみで取得できる場合と情報解析作業が必要となる場合と
がある。情報解析作業は複数の情報を解析する必要があるため、情報入手作業に比べて時
間を要する。したがって、航行環境により他船情報取得に対する所要時間が変わることが
予想される。一般的には、視界制限などの航行環境が困難となった状態において、情報解
析の必要性が増す。したがって、航行環境の困難度が増すと、他船情報取得に要する時間
が増加し、避航内容の決定に不可欠な将来予測に必要な他船情報を衝突回避不可能となる
時刻以前に、入手及び解析を完了することができなくなることが予想される。
 次章では、前章において示した見張り副次機能ごとに、見張り機能達成のためのタスク
内容と航行環境がタスク完了に及ぼす作用について議論することとする。
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第3章 航行環境が見張り機能達成に及ぼす影響
 前章において、見張り機能達成に必要なタスクには、情報入手作業と情報解析作業に大
別されることを述べた。ここで、情報入手作業とは、一度の観測により直接他船情報を取
得する作業をいい、情報解析作業とは、複数の他船憐報を解析することによって新たな他
船情報を取得する作業をいう。同一内容の他船情報を取得する場合であっても、航行環境
によっては、入手情報作業のみで取得可能な場合と、情報解析作業を経て取得可能な場合
とがある。一般的に、航行環境の困難度が高い状態において、解析作業の必要性が：増す。
情報解析作業は、複数の情報を解析する必要があるため、情報入手作業に比べ時間を要す
る。したがって、航行環境の困難度が増すと、他船情報取得に要する時間が増加し、避航
内容の決定に不可欠な将来予測に必要な他船情報を衝突回避不可能となる時刻以前に、入
手及び解析を完了することができなくなることが予想される。
 第1章において、見張り機能を4つの副次機能に展開した。本章においては、各副次機
能達成に必要な情報を取得するためのタスク（情報入手作業及び清報解析作業）を具体的
に記述し、航行環境が各副次機能達成に及ぼす影響度について、概念的に議論する。
 「船舶の発見」機能においては、視界の状態並びに船舶航行密度の影響を重点的に議論
する。「現状把握」機能においては、現状把握に必要な他船清報の取得手段である目視観測
とレーダ／ARPA観測との違いについて述べる。それぞれの観測から得られる情報の質の違
いと情報取得に要する時間の違いを議論する。議論の結果を基に、航行環境が現状把握機
能達成の限界に及ぼす影響について考察する。「将来状況の予測」においては、船舶交通流、
視界の状態並びに漁船群の存在が将来予測を困難にする状況について議論する。「避航内容
の決定」については、見張りそのものではないが、見張りの結果に基づき実施されるため、
若干の考察を述べることとする。
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3．1 船舶の発見
一っ目の副次機能である「船舶の発見」について議論する。第1章において議論したよう
に、単に周囲の航行船舶を発見するだけでなく、早期に（遠方にて）発見することが要求
される。これは、発見後から衝突回避動作までの間に行わなければならない他船運動の解
析、七曜内容の決定等に必要な時間を考慮してのことである。この機能を達成するために
は、広範囲に亘る見張りが必要となる。
3．1．1 見張り範囲
 広範囲にわたる見張りは、周囲航行船舶の早期発見の可能性を高める。このことは、船
舶の早期発見は、後に遂行される他船の現状把握、将来状況の予測、避航内容の決定に必
要な時間を確保する上で重要となる。
 見張り範囲は、主として次に掲げる航行環境要素に影響されると考える。これらの環境
要素が見張りの見張り範囲に与える影響について議論する。
（1）自船付近海域の船舶航行密度
（2）視界の状態
（3）海域の広さ
（4）交通法規
（5）自船の構造
3．1．1．1 航行密度が見張り範囲に及ぼす影響
 船舶交通が整理されていない海域において、自船周囲の航行密度が増加すると、見張り
範囲が狭まることが予想される。これは、付近に存在する船舶の動静を監視する必要に迫
られている機会が増加するためである。見張り範囲が狭まれば、遠方での船舶発見の機会
も減少する。
3．1．1．2 視界の状態が見張り範囲に及ぼす影響
 視界の状況が異なれば、見張りの手段も異なる。日中視界良好の状態であれば、双眼鏡
を含む目視により周囲の状況を監視する。一方、視界制限下においては、レーダによる捜
索が船舶発見の主たる手段となる。レーダによる捜索の場合、レーダレンジにより捜索範
囲が制約される。
 海上衝突予防法第7条第2項（衝突のおそれ）では、「レーダを使用している船舶は、
他の船舶と衝突するおそれがあることを早期に知るための長距離レーダレンジによる走査、
（以下略）」と定められている。しかしながら、視界制限状態において、付近に存在する船
舶の動静を監視する必要に迫られている場合は、画面上の分解能が低くなる長距離レーダ
レンジによる走査では、当該船舶の動静を精度良く把握するには不適切である。このよう
な状況下では、短距離レーダレンジの使用頻度が高くなり、船舶の発見時機の遅れにつな
がる。自船付近の船舶数が多ければ多いほど、短距離レーダレンジによる走査が継続され
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ることになる。また、一般的にレーダエコーの弱い小型船に対しても、注意を払う必要が
ある。このような小型船舶をレーダにて発見しなければならない視界制限下にあっては、
長距離レーダレンジのみの使用は、画面上における分解能の影響からノイズとの区別が困
難なため、精度の高い情報入手ができず、不適切である。このようなことから、視界制限
下においては必然的に短距離レーダレンジの使用機会が増加すると考える。その結果、近
距離での船舶の発見となることが予想される。
 視界良好下の場合は、レーダによる船舶の発見の他に、双眼鏡又は肉眼による発見が可
能である。日中であれば、船体形状から船舶の存在を認識し、夜間であれば、灯火からそ
の存在を認識する。ただし、夜間の場合にあっては、一般的に遠方の灯火は、自船付近存
在する船舶の灯火よりも暗いため、日中に比べれば発見が遅れることが予想される。夜間
の灯火が日中の船舶形状に比べ、見え難いという点から、夜間における船舶の発見は、日
中視界良好下と視界制限下の中間的な扱いとするのが妥当であろう。
3．1．1．3 海域の広さが見張り範囲に及ぼす影響
 狭い海域では、地形の制約により、遠方からの船舶と遭遇する可能性が広い海域に比べ
減少する。したがって、自船付近を航行する船舶の動静を監視が優先的になる。このこと
は、先に述べた航行密度の増加と同じ現象である。また、現実的にも狭い海域は、航行密
度の高い海域が多い。このことから、狭い海域については、高航行密度状態と同等として
扱って差し支えないと考える。
3．1．1．4 交通法規が見張り範囲に及ぼす影響
 船舶交通が航路などで進行方向が完全に整理され、途中から航路への侵入が一切禁止さ
れ、しかも速力がある値に定められていれば、原理的には衝突のおそれは発生しない。適
切な法規制がなされたこのような海域では、見張り作業の負担の低下につながることが期
待される。その結果、広範囲に亘る見張りが可能となることが考えられる。このように、
交通法規による航行規制の度合いにより、見張りの範囲が変化すると考える。
3．1．1．5 自船の構造が見張り範囲に及ぼす影響
 LNG船のように、自船の構造により死角がある船舶では、その方面に対する見張り範囲
が物理的に制限される。そのため、他船の発見が遅れることがある。
3．1．2 船舶の発見（まとめ）
 船舶の早期発見は、広範囲の見張りによる結果である。見張り範囲は、自丁付’近海域の
船舶航行密度、視界の状態、海域の広さ、交通法規並びに自照の構造によって影響される
ことを指摘した。
 船舶航行密度の増加は、見張りの範囲を狭めるため、遠方より接近する船舶に対する発
見が遅れることが考えられる。視界制限下では、近距離レーダレンジによる見張りの機会
が増加し、その結果、船舶の発見が視界良好下に比べ遅れることが考えられる。
 海域の広さについては、先述のように、船舶航行密度と同等に扱うことする。また、交
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通法規については、適切な規制がなされれば、見張りの負担の軽減につながることが期待
される。ただし、本研究の対象海域は、一般的な海域を対象としているので、交通法規に
対するこれ以上の議論は割愛する。
 本研究では、視界の状態が船舶発見に及ぼす影響を第4章にて、船舶航行密度が見張り
範囲並びに船舶の発見距離に及ぼす影響を第5章にて検証する。
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3．2 現状把握
 二つ目の副次機能である「現状把握」について議論する。現状把握は、発見した船舶の
運動状態並びに自門と当該船舶との位置関係を継続的に把握することである。現状把握は、
次の段階における将来の状況予測及び避航内容の決定を有効に機能させる上で達成しなけ
ればならない機能である。この機能を達成するためには、次に示す4つ事象を把握しなけ
ればならない。
（1）相対位置関係の把握
（2）相対運動の把握
（3）他船運動の把握
（4）他船運動変化の把握
 これらの事象は、前章で掲げた他船情報を取得することにより把握可能となる。他船情
報は、双眼鏡を含む目視観測による入手又は解析を経て取得するか、或いは、レーダ／ARPA
を用いて取得する。本節では、情報取得手段の違いが個々の事象把握に及ぼす影響を議論
する。この議論に当たっては、まず、一般商船に対する現状把握について上述に関する議
論をした後、漁船に対する現状把握を別項（3．2．5項）にて議論する。漁船の運航目的が一般
商船のものと異なるため、船舶運用形態もそれぞれにおいて異なる。このことは、現状把
握における情報入手精度並びに情報解析時間に影響を及ぼすと考えられるからである。
 情報取得手段の違いが個々の事象把握に及ぼす影響を議論した後、個々の事象把握特性
が現状把握機能達成に及ぼす影響について議論する。
3．2．1 相対位置関係の把握
 相対位置関係の把握は、自船から他船までの距離とベアリングを計測することによって
なされる。レーダにて船舶を発見した場合には、レーダプロッティングによる計測又は
EBL及びVRMを用いた計測により相対位置データを得る。目視により発見した場合は、
コンパスレピータによるベアリング計測と目視による測距により相対位置を把握し、後に
レーダにより正確な距離データを得ることになる。
 目視による測距は、レーダによるものに比べ、精度が劣ることは言うまでもない。しか
しながら、母川操船において要求される精度は、実際の距離と操船者の感じる距離とに大
きな隔たりがなければ十分である。この点において、日中視界良好下では、他船の大きさ、
水平線からの傭角、水面の空間を目測することで、避航操船において必要な精度を得るこ
とができる。一方、夜間視界良好下においては、これらの清報は得られず、灯火の明るさ
に頼ることとなる。この場合、遠方の強力な灯火を近くに感じたり、逆に近場の暗い灯火
を遠方に感じたりする錯誤を生じる場合がある。したがって、夜間視界良好下においては、
レーダとの対応が必至となる。
 以上のことから、相対位置関係の把握は、発見と略同時になされ、また、最終的に正確
な精度が必要な場合は、環境要素に関係なくレーダが必要となる。相対位置関係の把握に
ついては、現状把握機能を著しく低下させるほどの影響を航行環境から受けないと考える。
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3．2．2 相対運動の把握
 自船と他船の相対運動を把握することにより、衝突のおそれの有無を知ることができる。
相対運動は、当該船舶の距離変化とベアリング変化を複数回計測し、解析することによっ
て得られる情報である。
3．2．2．1 ベアリング変化の計測
 ベアリング変化の把握に当たっては、時間を置いてベアリングを複数回計測し、その差
を計算することにより変化を検出する。個々のベアリング計測に関しては、前項で記述し
たように、航行環境及び情報入手の違いによる取得精度及び取得に要する時間の差は殆ど
ないものと考えられる。変化は計測した値の差を計算するのみであるので、入手した清報
の精度に差がなければ、計算結果に差は生じない。また、ベアリング変化の把握に要する
時間は、主に計測時間に占められる。個々の計測時間は環境に殆ど影響されないため、ベ
アリング変化の把握に要する時間についても環境の影響を殆ど受けないものと考える。
3．2．22 距離変化の計測
 他船までの距離変化の把握に当たっては、時間を置いて距離を複数回計測し、その差を
計算することにより変化を検出する。個々の測距に要する時間は、目視とレーダの差は殆
どないと考える。一方、測距精度に関しては、前項で述べたように、レーダ観測に比べ、
目視観測の精度が低い。
 情報の精度が低い場合は、差を算出する際に誤差を持つため、差が確実になるまで情報
入手を繰り返さなければならない。従って、レーダによる検出の方が、目視観測に比べ、
距離変化の検出は早期になされると考えられる。同様に、レーダによる検出の方が目視に
よる検出に比べ、精度の高い距離変化を把握することができる。ただし、相対運動把握の
目的が衝突のおそれを判断することに鑑みれば、ベアリングの変化が大きく見られない船
舶に対して、接近するのか、それとも遠ざかるのかを判断できれば足りる。したがって、
目視観測でも十分に目的を達成することは可能である。
3．2．2．3 相対運動の把握（まとめ）
 相対運動は、ベアリング変化と距離変化から把握することになる。ベアリング変化につ
いては、観測手段に殆ど影響されないと考える。一方、距離変化の把握については、レー
ダによる測距の方が目視観測による測距に比べ高い精度の情報が得られる。このことから、
レーダによる観測の方が目視観測による場合に比べ、距離の差を早期にかつ精度良く検出
することができる。よって、相対運動把握に関しても、レーダによる観測の方が、早期に
かつ精度良く把握することができる。ただし、目視観測によっても衝突のおそれを判断す
るために必要な精度で、相対運動を把握することは可能である。
3．2．3 他船運動の把握
 他船の真針路及び真速力（以後、それぞれを他船針路、他船速力という）を同時に把握
すれば、他船の運動を把握したことになる。他船針路と他船速力の把握にあたって、目視
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観測とレーダ／ARPAによって得られる情報精度の違い、並びに、情報取得に要する時間の
違いについて議論する。
3．2．3．1 他船針路の把握
 レーダ／ARPA観測と目視観測による他船針路把握の特長について議論する。
 レーダ／ARPAによる他船針路把握の場合、相手船の針路速力が安定していれば、針路を
正確に求めることができる。しかしながら、自船又は他船が変針変速中は、ARPAの原理
上過去の計測値との差から他船針路を算出しているため、データ更新に遅れが生じる。同
様の原理のため、捕捉と同時にデータが表示されるわけではない。IMOの性能基準【6］では、
概略の運動傾向を1分以内に、速度ベクトルを3分以内に表示するよう定めている。
 近年、AISの利用も考えられるが、全船舶がAIS搭載義務を負っていないこと、AISの
初期針路設定が海技者による手作業であるため、設定の誤りにより正しい針路が表示され
ない場合があることを考慮すると、ARPAから得られるデータの重要性が以前に比べ低下
したわけではない。
 日中における目視観測の場合は、レーダ／ARPAによる観測結果に比べ精度は低いものの、
他船の姿勢角（図2－1参照）から概略の他船針路把握が可能である。把握精度は、他船と
の距離が近いほど、また、他船の船長が長いほど精度が良くなると考える。また、目視観
測による他船針路把握はARPAによるものと異なり、瞬時に他船の針路が判明する利点が
ある。このことは、何らかの理由で他船の発見が遅れた場合においても、瞬時に他船針路
に関する情報解析を完了できるため、避航不可能となる以前に、必要な情報が得られる可
能性を高めることになる。
 夜間における目視観測にあっては、灯火により姿勢角を判断するため、マスト灯の間隔
や他船の姿勢角によっても針路把握精度が変わると考える。両舷灯が見えている場合の推
定精度が一番高く、次いでどちらか一方の舷灯が見えている場合の精度が高い。いずれの
舷灯も見えず、船尾灯のみ視認し得る状態の精度が最も低い。この場合は、視界制限状態
と同様のレーダ／ARPAにより他船針路を把握するが必要となる。
 内野の研究［71によると、姿勢角30度ないし70度の船舶に対して、操船者は実際の姿勢
角よりも10度から30度ほど大きく認識することが明らかにされている。これは、日中視
界良好下の結果であるが、夜間においては灯火のみによる判断となるため、更に誤差が大
きくなることが予想される。夜間視界良好下において、姿勢角の大きい状態で遭遇した船
舶との衝突時例が多いのは、この現象が一因を成していると考える（付録1参照）。
 なお、夜間視界良好下については、他船の航海灯の見え方により、針路把握のための手
段が異なることから、日中視界良好下と視界制限下の中間的存在であると考えるのが妥当
である。
 以上のことから、レーダ／ARPA観測の場合は、目視観測に比べ、高い精度での他船針路
把握が可能である。ただし、他船の針路が安定していることが条件となる。また、他船針
路の解析に、数十秒から数分の時間を要する。
 一方、目視観測の場合は、およその他船針路を姿勢角から発見と略同時に把握すること
が可能である。このことは、自船と針路が重ならない船舶に対して、早期に見張りの対象
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から除外することができる点で、有効である。
3．2．3．2 他船速力の把握
 レーダ／ARPA観測と目視観測による他船速力把握の特長について議論する。
 レーダ／ARPAによる他船真速力把握の場合、当該船舶の針路及び速力が安定していれば、
他船速力を正確に求めることができる。しかしながら、玉船又は他船が変針変速中は、
ARPAの原理上過去の計測値との差から速力を算出しているため、誤差を含むデータが表
示される。同様の原理のため、捕捉からデータが表示されるまでに数十秒～数分の時間を
要する。
 日中における目視観測においては、レーダ／ARPAの他、推定精度はレーダ／ARPAに比べ
低いものの、距離変化及びベアリング変化、並びに、プロペラ排出流及び船首波によって、
およその他船速力を推定することが可能である。
 距離変化及びベアリング変化の把握については、3．2．2項で述べたので、詳細は割愛す
るが、過去のデータとの比較によるものである。したがって、即時判断が不可能であり、
レーダIARPAによる把握に比べて際立った利便性を見出すことはできない。
 船首波及びプロペラ排出流並びに形象物による判断については、観測と略同時に対水速
力の有無を把握することが可能である。これらの情報は、錨泊中の灯火を除き、夜間にあ
っては入手することができない情報である。したがって、夜間では視界良好下においても
レーダ／ARPAが他船速力把握のための手段となる。
 以上のことから、日中における目視観測による場合、対水速力の有無に関しては、瞬時
に判断することができる。錨地付近を航行する際は、錨泊船を早い段階で見張りの対象か
ら除外することが可能である点で有効な情報である。それ以外の海域においては、殆どの
一般商船は、耐水速力を有するので、観測手段による差異は大差ないものと考えられる。
3．2．3．3 他船運動の把握（まとめ）
 他船運動の把握は、他船針路と他船速力を同時に把握することである。レーダ／ARPAに
よる観測の場合、他船の針路及び速力が安定している場合において、正確な憐報を取得す
ることが可能である。ただし、取得に当たっては、数十秒から数分の時間を要する。一方、
日中における目視観測にでは、発見と同時におよその他船針路及び対水速力の有無を把握
することができる。特に、針路が瞬時に把握できるということは、自船針路と自船と針路
が重ならない船舶対して、早期に見張りの対象から除外することが可能となる。このこと
は、見張り作業の軽減につながり、見張り機能達成に有効に作用することが考えられる。
3．2．4 他船の運動変化の把握
 他船運動変化の把握は、新たに衝突のおそれが生じたことを把握し、又は、衝突のおそ
れが解消したことを把握するための情報となる。新たな衝突のおそれの把握が遅れること
は、衝突回避までに残された時間が短くなることを意味する。このことは、船舶発見の遅
れと同様に、避航動作決定までに必要な解析が完了できない、又は、不十分な解析結果の
まま避航動作を取らなければならないことになる。一方、他船の運度変化によって衝突の
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おそれが解消したことを早期に把握することは、早い段階において、当該船舶を見張りの
対象から除外することができる。これにより、その他の船舶に対する観測頻度を高めるこ
とが可能となるため、当該船舶に対する情報解析結果の精度の向上につながる。
 他船運動の変化の把握は、近い過去における他船運動と現在の他船運動の差を比較する
ことにより行われている。ある時間における他船運動の把握については、前項にて議論し
た。ここでは、操船者が他船運動の差を検出するにあたり、影響を及ぼすと考えられる環
境要素について議論する。
 他船運動の変化は、他船針路変化と他船速力の変化に分類することができるので、これ
らを個別に議論することとする。
3．2．4．1 他船針路変化の把握
 他船針路の変化をレーダ／ARPA観測により判断する場合は、レーダディスプレイに表示
されるベクトルの変化から判断することとなる。一方、目視観測により判断する場合は、
他船の姿勢角の変化により判断することになる。以下にそれぞれの観測による他船針路変
化の把握状況について議論する。
（1）レーダ／ARPA観測による場合
 レーダ／ARPAにより他船針路変化を把握する場合は、 ARPAに表示される数値データ
から判断するか、レーダディスプレイに表示されるベクトルの変化から判断することとな
る。後者の場合、他船針路変化の把握は、他船速力、使用レーダレンジ並びにARPAの
ベクトル長の設定に影響される。
 観測者が確認できる他船の針路変化は、レーダ／ARPA真運動表示におけるベクトル先
端の移動距離であるから、次式にて表すことができる。
   d＝V・Ae
                                    （式3．1）
ここで、dはベクトル先端の移動距離、 Vはベクトル長、△θは他船の他船針路変化（ラジ
アン）を示す。上式から、他船針路変化が大きく、ベクトル長が長いほど他船針路変化を
容易に認識できることが分かる。また、他船の姿勢角に影響されないことも特徴の一つで
ある。ベクトル長は、他船速力、操船者が設定した速力ベクトル延長時間並びにレーダレ
ンジに依存する。参考までに、半径140mmのレーダディスプレイの場合、6マイルレン
ジ使用中において、船舶が10。変針するときのベクトル先端移動距離を表3・1に示す。
ベクトル延長時間を6分と設定した場合、他船速力12kn’のときのベクトル先端移動距離
は約5mmである。
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表3・1他船変針によるレーダ／ARPAディスプレイ上のベクトル先端移動距離
ベクトル延長時間 6kn’ 12kn’ 18kn’
3min 1．2mm 2．4mm 3．7mm
6min 2．4mm 4．9mm 7．3mm
※表示画面サイズ半径140mm、6マイルレンジ、変針角10。のとき
 実際の運航現場においては、ベクトル長を長く設定しすぎると、レーダ画面が煩雑にな
り、その他のタスク達成並びに補助機能に悪影響を及ぼす。ある船舶に対し、特別の監視
をしていない限り、自船付近を航行する船舶全体が見易いように長さを設定するのが一般
的である。したがって、変針中の船舶の速力が自船周囲を航行する船舶よりも著しく遅い
場合は、特にその船舶に対して特別な監視を行っていない限り、ベクトル長が短いため変
化に気付きにくくなる。
 ARPAの特性上、表示された他船針路変化が現実の対応に遅れを持つことに注意しなけ
ればならない。この点について、最近ではAISを利用することも考えられるが、全船舶
がAIS搭載義務を負うわけではないこと、並びにAISの初期設定が操船者に依存してい
るため、設定の誤りにより正しい針路を表示しないことを考慮すると、ARPAから得られ
るデータの価値が従来に比べ低下するものではない。
 視界制限下においては、レーダ／ARPAにより他船の針路変化を把握することとなる。
上述の通り、他船の姿勢角は操船者の判断に影響しない。すなわち、針路変化の判断に要
する時間が姿勢角に影響されないので、一般的に相対速度が速くなる反航船に対しては、
情報解析に許される時間が相対的に短くなることを意味する。
（2）目視観測による場合
 目視観測による他船針路変化の把握は、他船の姿勢角の変化に伴う視角変化と視角変化
率から判断することになる。ここで、視角の変化率とは変針前の視角に対する変針後の視
角変化の割合を言う。考察にあたって、単純化のため、船舶を長さしの棒と仮定する。姿
勢角の変化がベアリング及び距離の変化に対し十分に速く、かっ船長に対し当該船舶まで
の距離が十分に遠方にある場合、この船舶が△θ変針したときの視角変化△ψは次式で表さ
れる（視角の定義と式の導出については、付録2を参照）。
  L・cos（e）     ・AeAq＝   D
                                    （式3．2）
 ここで、Lは船長、 Dは自船から他船までの距離、θは姿勢角である。ただし、姿勢角は
図2・1に示す操船者の視線と他船船首方向とのなす角度である。
 上式から、船長が長いほど、変針角度が大きいほど、工船と他船の距離が近いほど視角
変化が大きくなる。姿勢角については、他船が自船に対し船首尾を向けている時に視角変
化が大きく、逆に船腹を見せいているときは視角変化が小さくなる。式3．2を用いて、距
離6000mに存在する長さ150mの船舶が10度変針したときの変針前の姿勢角に対する視
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角変化を図3・1（a）に示す。姿勢角が90度付近においては殆ど視角変化が見られないこと
がわかる。また、双眼鏡を用いた場合は、視角変化が拡大されることがわかる。
 視角変化率Pは、次式で表される。
   P＝些一＝⊥△θ
     op tan e
                                    （式3．3）
 上式より視角の変化率は、他船までの距離に関係なく、姿勢角のみにより決定される。
姿勢角0◎のとき無限大となり、90度とき0となる。式3．3を用いて、他船が10度変針
したときの視角の変化率を図3・1（b）に示す。姿勢角30度から150度までの間における視
角変化率がそれより外側の範囲に比べ急激に小さくなることがわかる。
 夜間視界良好下における目視観測では、舷灯とマスト等の間隔の変化から、2本のマス
ト等を持つ船舶にあっては、その間隔の変化から他船の変針を判断することとなる。これ
は上式に示すモデルに近い状況が再現されるため、当該船舶の姿勢角が90度に近い状態
にあっては、変針したことを目視で判断することが困難となる。当該船舶が船尾方向を見
せている場合は、船尾灯しか確認できないため、視角変化を目視観測により確認すること
はできない。逆に、反航船については、変化が容易に確認できる。このことは、行き会い
船の航法において、相手の船舶が航法の規定に違反し、左転したとしても、それに応じた
避航動作が可能となる。
 日中視界良好下における目視観測では、式3．2で示した視角変化の他に、船体の形状、
船体構造物の陰影並びに船体構造物の見かけ角度の変化によっても他船の針路変化を判断
することができる。このため、姿勢角が90度付近であっても、これらの変化から針路変
化を把握することが可能である。このことが、日中視界良好下における他船針路変化の把
握を容易にしていると考えられる。
他船針路変化の把握について、まとめると次のようになる。
 （1）レーダ／ARPAによる観測の場合
    ・ARPA特有の情報更新の遅れを持つ。
    ・他船速力が小さい場合は他船針路変化の把握が困難である。
    ・長距離レーダレンジ使用中は、他船針路変化の把握が困難である。
    ・他船の姿勢角に影響されないため、相対的に行会いに近い状態の船舶に対する
    他船針路変化の把握が困難である。
 （2）目視観測による場合
    ・視角変化が大きくなる行会い船に対する針路変化の把握が容易である。
    ・視角変化が小さくなる船腹を見せた船舶に対する針路変化の把握が困難である。
    ・夜間において、船尾灯を見せている船舶に対する針路変化の把握が困難である。
    ・小型の船舶に対する針路変化の把握が困難である。
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3．2．4．2 他船速力変化の把握
 他船が変速したことを判断するには、レーダ／ARPA観測から判断するか目視観測により
判断することになる。
 レーダ／ARPAより針路変化を把握する場合は、レーダ／ARPA画面に表示される速力数値
情報の変化から判断するか、真運動表示におけるベクトル長の変化から判断することとな
る。ベクトル長の変化は、レーダレンジ、ベクトル長の設定に影響される。また、ARPA
の原理上、この変化は実際の速力変化よりも遅れて表示される。
 目視観測により他船速力変化を把握する場合においては、他船の距離変化率の変化、ベ
アリングの変化率の変化及び姿勢角の変化率の変化から判断することになる。船舶の加減
速運動を考慮すると、他の移動体に比べ緩やかなため、目視観測のみにより変化率の変化
を他船が加減速中に感知することは難しいと考える。他船の速力が大幅に変わった後に、
距離の変化から結果として類推することになると考える。
 以上のことから、速力変化の把握は、レーダ／ARPAによる把握は可能であるが、目視観
測により把握することは、困難であると考える。
3．2．4．3 他船運動変化の把握（まとめ）
 他船運動変化は針路変化と速力変化に分類することができる。
 針路変化については、レーダ／ARPAによる観測の場合、ベクトル先端移動距離により針
路変化を把握する。したがって、ベクトル長の短い低速力の船舶に対する針路変化の把握
が困難である。一方、目視観測の場合は、姿勢角の変化に伴う視角変化から他船針路変化
を把握する。したがって、視角変化が大きく現れる行会い船の針路変化に対しては容易に
把握できるが、視角変化が殆ど現れない船腹を見せている船舶に対しては、針路変化の把
握が困難である。
 速力変化については、レーダ／ARPAによる観測の場合、ベクトル長の変化により速力変
化を把握する。一方、目視観測の場合は、他船速力が大幅に変化しない限り、速力変化を
把握するのは困難であると考える。
3．2．5 漁船に対する現状把握
 ．Eに記述した現状把握の理論は、船長が数十メートル以上あり、針路速力を頻繁に変え
ない一般商船に対しては、十分耐え得るものである。しかしながら、海上には商船だけで
なく、特に沿岸部においては漁船が多数を占めることがある。漁船の運航目的は、一般商
船のものとは異なるため、海上における行動も特異なものである。そこで、一般商船とは
別に議論することとする。
 漁船に対する現状把握についても、本節の初めに述べた4つの事象を把握することが必
要になる。漁船が漁労を終了し、荷揚げのために港に向かっている場合又は基地を出港し、
漁場に向かっている最中は、ある目的地に向かうという商船の行動と目的が同じであるた
め、一般商船と同等の扱いで差し支えないと考える。
 問題は、漁労に従事している船舶に対する現状把握である。漁労に従事している船舶の
目的は、魚を捕獲することであるため、漁船の種類にもよるが、突然網を入れて航走を開
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始したり、停止したりすることがある。これは、3．2．4項（他船の運動変化の把握）で述
べた他船情報取得に準ずる作業となるが、以下の理由により、一般商船と比べると、情報
入手精度が不十分であり、かつ、情報解析に時間を要する。このことが、漁船以外の船舶
に対する見張り機能をも不十分にする要因であると考える。
 一つ目の理由は、漁船の大きさである。一般的に漁船は小型なものが多いことである。
式3．2が示すように、船長の短い船舶の場合は、昼夜の別に関わらず、姿勢角変化を判断
することが困難である。
 二つ目の理由は、漁労に従事する船舶の速度が、通常数ノット以下と低速力であること
である。レーダ／ARPA観測の場合、 ARPAの原理に由来する情報更新の遅延を含むため、
突然の動きに対する情報の入手は困難である。また、低速力で航行している場合はベクト
ル長が短く、漁船に合わせてベクトル長を長く設定するか、短距離レーダレンジに設定す
ることで入手情報の精度を高めない限り、漂泊中か航走中かの判断ができない。ただし、
日中視界良好下における目視観測の場合にあっては、漁船が作る航走波によって、耐水速
力の有無を観測開始と略同時に把握することができる。このことは、情報解析時間の短縮
という点で有効である。
 以上の理由により、特にレーダ／ARPA観測が漁船の主たる現状把握の手段となる夜間又
は視界制限下においは、漁船に対する現状把握が困難であると考える。
3．2．6 現状把握のまとめ
 見張りの補助機能である現状把握を達成するに当たっては、次の4つの事象を把握する
必要があることを述べた。
  （1）相対位置関係の把握
  （2）相対運動の把握
  （3）他船運動の把握
  （4）他船運動変化の把握
 これらの事象は、他船情報の入手及び解析により把握が可能となる。他船情報の入手及
び解析は、目視観測によるかレーダ／ARPA観測によってなされる。それぞれの観測によっ
て得られる情報の精度と情報取得に要する時間には差があり、レーダ／ARPAによる観測が
適している場合、目視による観測が適している場合、どちらの手段でも略同等の結果が得
られる場合があることを示した。これらの関係を表3・2にまとめる。
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表3・2 観測手段の違いによる現状把握状況の違い
把握すべき事象 取得すべき情報 目視観測（双眼鏡を含む） レーダ／ARPA観測
相対位置関係 ベアリング@距離
・発見と同時に把握可能・精度の高いベアリングが入手可能・避航操船に必要な精度での距離が入手可能 ・発見と同時に把握可能・精度の高いベアリングが入手可能・精度の高い距離が入手可能
相対運動 ベアリング変化@距離変化
・ベアリング変化の把握は、レーダ観測と同等・距離変化の把握精度および把握時機はレーダ
ﾉ比べ劣る。ただし、衝突のおそれを判断する
ﾉは十分な精度を持つ
・ベアリング変化の把握は、目視観測と同等・距離変化の把握精度及び把握は、目視
ﾉ比べ早期の把握が可能
他船運動 他船針路ｼ船速力
・およその他船針路を発見と略同時に取得可能・対水速力の有無を発見と略同時に取得可能
・精度の高い他船針路を取得可能・他船針路取得に数十秒から数分の
條ﾔを要する・精度の高い他船速力を取得可能・他船速力取得に数十秒から数分の
條ﾔを要する・ARPA原理に由来するデータ更新の
x延誤差を含む
他船運動変化 他船針路変化ｼ船速力変化
・行会い船に対する針路変化の把握が容易・船腹を見せた船舶に対する針路変化の
c握が困難・速力変化の把握が困難
・速力の遅い船舶に対する針路変化の
c握が速い船舶に比べ困難・TCPAの短い行会い船に対する針路
ﾏ化の把握が相対的に困難・速力変化の把握が目視観測に比べ容易・ARPA原理に由来するデータ更新の
x延誤差を含む
漁船の
^動変化
漁船針路変化
剔D速力変化
・針路変化の把握が困難又は誤差を含む・i対水速力の有無は容易に判断可能
・針路変化の把握が困難又は誤差を含む・速力の把握が困難又は誤差を含む・ARPA原理に由来するデータ更新の
x延誤差を含む
3．2。7 現状把握機能達成の限界
 現状把握において、把握すべき事象に関する個々の特性について議論した。個々の事象
は、目視観測又はレーダ／ARPA観測から他船情報を入手し解析することにより把握するこ
とが可能となる。それぞれの観測手段には、短時間に容易に入手可能なもの、時間は要す
るが入手可能なもの、入手が困難なものがあり、それらの特徴を表3・2に示した。
 ところで、見張り機能が達成されるためには、少なくとも豊里回避不能となる前に、将
来状況を予測するために必要となる航行船舶の運動状態を把握する必要があることを第2
章で議論した。すなわち、航行船舶に対する現状を早期に精度良く把握することが要求さ
れている。しかしながら、他船情報の入手に時間を要する状況や入手が困難な状況を強い
られる航行環境下において航行密度が増加した場合、いずれは海技者の発揮できる能力の
限界に達し、航行船舶に対する現状を早期に精度良く把握することは困難になると考える。
 本項では、上述のような限界がどのような環境下において、海技者のどのような見張り
特性により限界に達するのかを議論することとする。
3．2．7．1 他船情報の入手が困難な環境
 他船情報は、目視観測又はレーダ／ARPA観測により得られる。ここで、視界制限下にお
いては、目視観測から早期に情報を得ることは不可能である。一方、視界良好下において
は、目視観測とレーダ／ARPA観測を状況に応じて選択することが可能である。そこで、他
船情報取得の際、レーダ／ARPA観測が目視観測に比べ困難となる他船情報、並びにいずれ
の観測手段を用いても取得が困難な他船情報を表3－2から抜粋し、表3・3に掲げる。
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表3・3 観測手段によって、把握が困難となる他船清報
他船情報 困難となる内容
・情報取得に数十秒から数分の時間を要する。（RIA）他船針路 ・ARPA原理に由来するデータ更新遅延誤差を含む（R／A）
・情報取得に数十秒から数分の時間を要する。（RIA）他船速力 ・ARPA原理に由来するデータ更新遅延誤差を含む（R／A）
・TCPAの短い行会い船に対する把握が困難（RIA）他船針路変化 ・ARPA原理に由来するデータ更新遅延誤差を含む（RIA）
・情報取得困難（目視・RIA）漁船針路変化 ・ARPA原理に由来するデータ更新遅延誤差を含む（RIA）
・情報取得困難（RIA）漁船速力変化 ・ARPA原：理に由来するデータ更新遅延誤差を含む（RIA）
※R／A：レーダーARPA
 取得が困難な情報又は誤差を含む情報に関しては、観測頻度を高めることが対策の一つ
となり得る。
3．2．7．2 現状把握の限界に関与する航行環境
 現状把握は、一度把握すれば達成できたという機能でなく、継続的に把握することによ
り達成できる。このことから、船舶航行密度が高い海域を航行する際は、他船現状把握の
ための観測頻度が高くなることは容易に予想される。ところが海技者の発揮できる能力に
は限界があるため、観測頻度には限界があると考える。
 この限界の問題を解決するには、船舶に優先順位を付けて観測を行うことである6優先
順位を付ける為には、他船に関する概略の現状把握が必要となる。例えば、ある船舶の針
路の数値まで分からなくとも、当該船舶の針路が自船と交差していないことさえ分かれば、
当該船舶に対する見張りの優先順位を下げることができる。したがって、概略でも早期に
他船情報が入手できる環境は、見張りの優先順位を付ける上で有効となり、継続監視が必
要な船舶数の実質的な軽減に繋がる。逆に、概略の情報が早期に入手できない環境におい
ては、早期に入手できる環境に比べ、継続監視の必要な船舶数が相対的に多いことになる。
 また、見張りの継続監視の対象から外されなかった船舶に対しては、概略ではなく、あ
る程度の精度を持った他船情報を入手し、現状把握を継続する必要がある。ここで、取得
した情報に誤差が含まれることが予想される場合は、観測頻度を高めることにより誤差の
除去に努めることになる。このことは、観測頻度の限界を早めることに関与する。
 以上の議論と、表3・3の内容から、現状把握の限界は、次の航行環境に依存すると考え
る。
   〈一般的な航行環境〉
       船舶航行密度
       視界の状況
       漁船の存在
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〈特殊な遭遇状態〉
   視界制限中における行会い船との遭遇
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3．3 将来状況の予測
 三つ目の副次機能である「将来状況の予測」について議論する。将来状況の予測は、現
状把握結果を延長することにより、当該船舶と何時、どのような位置関係になるのかを予
測し、衝突のおそれの有無について判断するのが一般的である。
 基本的には、他船との相対速力および相対位置から「再接近距離」、「再接近時刻」及び
「船首尾船航過距離」の3つの情報を算出し、その結果を基に衝突のおそれの有無を判断
する。ここで、再接近距離だけでなく船首尾船重過距離を算出するのは、海技者が他船の
進入を許さない排他的な閉塞領域を自動の周囲に持っているからである（図3－2）［8】。こ
れら3つの情報は、相対位置及び相対運動が正確に把握されていれば、算出可能な情報で
ある。周知のようにARPAは、自動的にこれらの情報を更新する機能を持っている。
 問題は、以下に示す状況のように、これら3つの情報を正確に算出した場合においても、
将来どのような位置関係になるのかを正確に予測できない場合である。
 このような状況は、次の3つの航行環境が存在する場合である。
 （1）船舶交通流
 （2）視界制限状態
 （3）行動が不確定な船舶の存在
3．3．1 船舶交通流が将来予測に及ぼす影響
 再接近距離、再接近時間及び船首尾航過距離は、接近する船舶が自船にとって危険かど
うかを判断する資料の一つとなり得る。しかし、この清客だけでは危険な船舶かどうかを
判断することはできない。例えば、図3・3に示す、法規で通航を強制された屈曲部を持つ
分離通航路を想定する。現時点におけるA船とB船の再接近距離はゼロを示し、このまま
両船が直進すれば衝突事故が発生する。ところが当該海域には分離航路が設定されている
ので、このまま航路に沿って進めば衝突しないことは明らかである。このような状況にお
いては、解析データ数値のみから操船者が相手の船舶を危険と判断することはないだろう。
しかし、次のような場合は、判断が分かれることが考えられる。
 図3・4は、ある海域における交通流を示している。紙面の上部を北とする。湾奥に主要
港が存在するため、沖合から北上する船舶は、通常S岬で右に変針し、港に向かう。この
ため、湾口では自然に太矢印で描かれる交通流が形成される。このような状況において、
視界良好下を越中貨物船A船と貨物船B船が×印にて衝突する姿勢で接近している状況を
考える。この場合海上衝突予防法に従えばA船が避航船となるが、A船の操船者が当該海
域を熟知している場合は、B船が交通流に沿ってs埼沖で太矢印に沿って港方面に変針す
ることを期待することが多く見られる。
3．3．2 視界制限状態が将来予測に及ぼす影響
 前節で述べたように、目視観測は、他船の針路変化を早期に把握できる。一方、レーダ
／ARPA観測では、針路変化を取得するまでに時間を要する。このため、視界良好下と同等
の信頼度で将来状況を予測するためには、視界良好下よりも現状把握のための観測頻度を
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高め、低い信頼度を補う必要がある。
3．3．3 行動が不確定船舶の存在が将来予測に及ぼす影響
 漁船の船舶運航の目的は、一般商船とは異なる。したがって、一般船舶に比べ、船舶運
用形態も特異なものがある。特に漁労に従事している最中は、突然網を入れ急発進したり、
急停止したりすることが頻繁に見られる。このように、行動が不確定な船舶に対しては、
たとえ現状を正確に把握していたとしても、現状を延長することによって、将来を予測す
ることは困難である。このため、漁船を安全に航過するまでの問、観測頻度を高めること
により、常に現状を把握し続ける必要がある。
 以上の例が示すように、将来の状況予測は、再接近距離等の情報だけでなく、船舶交通
流、船種並びに視界の状態に影響される。
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3．4 避航内容の決定
 将来状況の予測結果を基に、衝突のおそれがあると判断した場合において、避航時機及
びその方法を決定することが避航内容の決定機能である。厳密に言えば、本機能は見張り
の機能ではないが、避航回避の成否に関わる重要な機能である。また、避航内容の決定は、
見張りの結果に基づき実施されるため、これまでに議論した各見張り副次機能が十分に機
能していない場合には、適切な決定がなされない。このことから、見張り機能達成の一副
次機能として、若干の考察を述べることとする。
 避航時機及びその方法の決定に当たっては、次の要素が影響すると考える。
 （1）再接近時間
 （2）保持船・避航船の別
 （3）針路交差角
 （4）航そテ密度
 再接近距離がゼロを示していても、再接近時間が大きな値を示す場合は、直ちに避航す
ることはない。また、自船が保持船の場合は、避航船である場合に比べ、避航の時機が遅
くなるのが一般的である。
 避航船のみの動作で相手船舶が避航船の閉塞領域への侵入を防ぐには、針路交差角度
（図3・5）が小さいほど、遠方にて避航を開始する必要があることが岩永［9］の計算で明ら
かにされている。針路交差角度が小さく、他船が近距離に迫った状況では、左転にて360
度変針しなければならない場合もある。
 また、発見の遅れ、現状の把握並びに将来予測が不十分な場合は、先々を考慮した避航
内容を決定することができない。このことは、ある船舶に対しては衝突を避けることがで
きたとしても、その他の船舶との新たな見合い関係を自ら発生させてしまうことになる。
特に航行密度の高い海域を航行する場合は、このことに注意しなければならない。
 以上、避航内容の決定について、若干の考察を述べた。上述のように、引航内容は、他
船との接近状況と内容決定に至るまでの見張り機能の達成度に依存する。したがって、見
張りが十分機能していない状態においては、適切な避航動作がなされず、安全運航の達成
が期待できないこととなる。
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3．5 本章のまとめ
 見張りの副次機能ごとに、航行環境がそれぞれの機能達成に及ぼす影響について議論し
た。結果を以下にまとめる。
（1）船舶の発見
 船舶の発見は、視界の状態と自今付近海域の航行密度により影響されることを概念的に
導いた。視界制限下では、船舶発見の手段がレーダ観測によるため、使用レーダレンジに
制約される。その結果、視界良好下に比べ、発見距離が近距離になることが考えられる。
また、葦船付近海域の航行密度の増加は、自船付近に存在する船舶の動静を監視する必要
に迫られる機会が増加することが予想される。このため、遠方に対する捜索が行われる機
会が減少し、近距離での発見となることが考えられる。
（2）現状把握
 他船の現状把握は、目視観測又はレーダ／ARPA観測により他船清報を入手し解析するこ
とにより可能となる。これらの観測によって得られる情報と情報取得までの工程にはそれ
ぞれ特色がある。詳細は表3－2に記載したので省略するが、概ね目視観測では、観測開始
と略同時に概略の他船情報を取得することが可能であり、一方のレーダ／ARPA観測では、
他船情報の詳細を得ることができるが、取得に数十秒から数分の時間を要する。また、レ
ーダ／ARPA観測では、レンジの設定やベクトル長の設定も情報解析結果に影響する。
 画報取得の時機は、見張り優先順位の決定に影響する。海技者の発揮できる能力に限界
があると考えると、航行密度の高い海域では、全ての船舶に対する継続的な現状把握は不
可能である。このとき、適切な優先順位の決定は、見張り対象船舶の合理的な削減を可能
にする。視界良好下では、情報取得が早い目視観測により、適切な優先順位付けなされる
ことが期待される。一方、視界制限下では、目視による情報取得が困難なため、他船の概
略の針路を瞬時に把握することが困難である。このため、適切な優先順位付けが困難であ
り、あらゆる船舶に対して継続的な監視を試みるか、優先順位付けを誤り、必要な現状把
握がなされないことが予想される。
 以上のことから、現状把握の達成度は、視界の状態と船舶航行密度の影響を受けると考
える。また、運航形態が一般商船に比べ特異な漁船の存在も現状把握の達成度に影響を与
えると考える。
（3）将来状況の予測
 現状把握結果を延長することにより将来の状況を予測するのが一般的である。しかしな
がら、強い船舶交通流が存在する海域では、他船が交通流に沿って変針する場合があるた
め、単純に現状把握結果の延長により将来状況を予測することはできない。
 行動が不確定な漁船に対しては、単純に現状把握結果の延長では将来状況を予測するこ
とはできない。また、視界制限下においては、針路変化に対する把握が遅れるため、現状
把握結果の延長による予測結果の信頼度が視界良好下に比べ低い。このため漁船や視界制
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限下にあっては、現状把握のための観測頻度を高めることにより対応する必要がある。
 以上のことから、海技者の見張り機能達成度は、視界の状態と船舶航行状態に影響され
ると考える。次章では、視界状態が見張り機能達成に及ぼす影響を検証し、次々章におい
ては、船舶の航行状態が見張り機能達成に及ぼす影響を検証する。
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第4章 視界制限下における海技者の見張り機能達成特性
 前章において、海技者の見張り機能達成特性は、視界の状態に影響されることを概念的
に導いた。本章では、この影響に関する検証を行う。検証にあたっては、視界再現装置お
よび標準的な航海計器を有する操船シミュレータを用いる。得られた検証結果を基に、次
の事象について議論する。
（1）視界状態が船舶の発見に及ぼす影響
 視界制限下においては、レーダが主たる見張りの手段となる。レーダにより自船付近の
船舶航行状況を把握するには、分解能の低くなる長距離レーダレンジでの観測が不適当な
場合があり、短距離レーダレンジを頻繁に使用することが考えられる。このため、見張り
の範囲が狭まり船舶の発見が遅れることが考えられる。このことについて、視界状態の異
なる同一海域において、使用されたレーダレンジと船舶発見時機を比較することにより検
討する。
（2）視界状態が現状把握に及ぼす影響
 視界の状態により、使用可能な観測手段が異なる。前章で議論したように、目視観測で
は、概略の他船針路及を短時間にて把握できるのに対し、レーダ／ARPAによる観測の場合
は、目視観測に比べ、他船針路の把握に時間を要する。このことから、視界良好下と視界
制限時においては、他船の現状把握に特徴的な違いがあることが考えられる。チーム内で
なされた会話から現状把握に至った他船情報を抽出し、このことについて議論する。
（3）視界制限下と視界良好下で見張り作業負荷の違い
 目視観測により概略の針路が瞬時に把握できる視界良好下では、継続的な監視が必要な
船舶とそうでない船舶の判断が容易であることを示し、このことが見張り作業負荷の低減
につながることを概念的に導いた。反対に、レーダ観測では、瞬時に概略の針路が把握で
きないため、継続的な監視が必要な船舶とそうでない船舶の判断に時間がかかる。その結
果、あらゆる船舶に対して見張りを行うため、全体的に見張り作業負荷が高くなることが
考えられる。このことについて、チーム内でなされた周囲航行船舶に対する会話の頻度を
基に議論する。
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4．1 視界状態が船舶の発見に及ぼす影響
 視界制限下では、視界良好下に比べ、他船捜索範囲が狭まり、他船発見時機が遅れるこ
とを前章において議論した。本説では、このことを検証するために、まず、視界制限下と
視界良好下における操船者の監視手段の違いを比較する。次に、視界制限下と視界良好下
における監視範囲を比較する。最後に、他船発見時機の遅れが避航操船結果に及ぼす影響
について議論する。
4．1．1 検証のための設定状況
 検証にあたっては、図4・1が示す航行状態を設定した。海域は房総半島南西沖である。
この海域は、東京湾に向かう船舶が三方から接近し、また、これらの船舶と東京湾から外
海へ向かう船舶が交差する海域であり、注意深い見張りが必要となる。
 1級海技士（航海）の免状を持つ実職航海士が、視界良好状態と視程2マイルの2状態
において、当該海域を操船した。その他の条件については、表4－1に示す。
表4－1 検証に当たっての諸条件
設定項目 設定内容
海域 房総半島南西から二二沖
自船難種 VLCC（長さ320m）、フルロード（喫水19．5m）
初期速力 15．6kn’（Navigation Full Ahead）
風向・風速 Calm
海潮流 NIL
時間帯 日中
視程 視界良好（視程10マイル以上）と視程2マイルの2状態
自船計画進路 初期位置から針路000度にて航行し、洲埼を090度に見るn点で針路027度に変針（ただし、その手前で検証終了）
周囲船舶の動静 本船に接近するものの、衝突のおそれは発生しない
4．1．2 見張り手段
 視界良好な状態と視界が2マイルに制限された状態における見張り手段の違いについて
議論する。各航海士の行動を表4・2に示す行動に分類し、それぞれに費やした時間を解析
した。図4・2に、各行動に費やされた時間割合を示す。どちらの航海士も視界良好下では、
レーダ観測と目視観測の比率が略半々であるのに対し、視界が2マイルに制限された状況
では、レーダ観測の占める割合が、目視観測の約2倍となっている。
 一般的に視界が制限された状態では、レーダ／ARPAによる観測が主たる手段となると言
われているが、本検証においてもそのことが実証された。
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表4・2 当直中の行動の分類
行動分類 内      容
目視観測 肉眼又は双眼鏡による周囲の観測。コンパスレピータを使用したxアリング計測もこの時間に含める。
レーダ観測 レーダ／ARPAによる周囲の観測。他船監視だけでなく、測位に要ｵた時間もこの時間に含める。
その他の行動 海図台における作業、VHFなどレーダ／ARPA以外の航海計器をg用した行動。
4．1．3 見張り範囲及び船舶発見距離
 視界が制限された状態においては、海技者はレーダ／ARPAを主たる手段として見張りを
することを前項において示した。そこで、視界良好下と視界制限下でのレーダ／ARPAによ
る使用レーダレンジを比較し、視界状況が見張り範囲及び他船発見距離に及ぼす影響につ
いて議論する。
 図4・3に、検証航海中の使用レーダレンジと航行中の船舶をARPAにて補足した状況を
示す。宮中の横軸は、航海開始からの経過時刻を示し、縦軸はレーダレンジ又は他船捕捉
距離を示す。図中の破線は、レーダレンジの使用状況を示し、○印はある船舶に対する
ARPAによる初回捕捉時機と距離を、×印は2回目以降の捕捉時機と距離を示す。
 まず、レーダ使用状況であるが、視界良好下においては、主として12マイルレンジを
使用している。一方、視界が2マイルに制限された状態においては、主として6マイルレ
ンジを使用している。
 次に、他船捕捉状況であるが、視界良好下においては、殆どの船舶について、6マイル
以遠において初回の補足がなされている。一方、視界が2列目ルに制限された状態におい
ては、6マイル以内において、殆どの船舶に対する初回の捕捉がなされている。
 この解析結果が示すように、視程が悪化すると、海技者は短距離レーダレンジを使用す
る特性があることが明らかにされた。このことは、視界制限状態が単に有視界範囲を狭め
ているだけでなく、航海計器による監視範囲をも狭めることを意味する。その結果、他船
発見距離が視界良好下に比べ近距離になっている。以上のことから、視界の状態は、船舶
の発見に影響を与えることが検証された。
4．1．4 レーダ／ARPA使用状況
 ARPAによる初回捕捉時におけるレーダレンジと捕捉距離との関係を図4・4（a）に示す。
横軸は船舶を捕捉したときに使用されたレーダレンジを示し、縦軸は船舶を捕捉したとき
の自船から当該船舶までの距離を示す。図中の○印は視界良好下におけるデータを示し、
×印は視界が2マイルに制限された状態におけるデータを示す。なお、検証航海開始初期
における近距離船舶に対する補足の影響を除くため、開始後3分以降に捕捉された船舶の
みを抽出した。
 このデータから算出した回帰直線を算出した。二二の直線は回帰直線を示す。算出に当
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たっては、仮にレーダに0マイルレンジがあった場合、捕捉距離は0マイルとなるため、
原点を通過させる。使用レーダレンジ（X）と船舶捕捉距離（Y）との関係は、次式で表される。
    Y＝ O．62 ・X
    （相関係数r＝0．88）
                                    （式4．1）
 この式は、レーダレンジに関わらず、レーダ画面の中心を0、レーダ画面の半径を100
としたとき、画面中心から半径62％の円上の付近にて船舶を捕捉していることを意味する。
そこで、レーダレンジではなく、レーダ画面中心からの捕捉距離の平均値と分散を算出し
た。平均値は63、標準偏差（σ）は18である。式4．1から求めた値と平均値とでは、1％
の差があるが、12マイルレンジ使用のときの1％が高々0．012マイルであることを考慮す
れば、操船上は無視できる差である。よって、ここでは、平均値を採用する。使用レーダ
レンジ（X）と船舶捕捉距離（Y）の関係は、標準偏差を考慮すると次式で表される。
    Y ＝ （O．63±O． 18） ・X
                                    （式4．2）
 式4．2を用いて図4・4（a）を描き直したものが図4・4（b）である。図中の直線は平均値を示
し、破線は平均値に分散を加減した値である。
 一般的に使用されるレーダレンジにおいて、式4．2を適用した場合における他船捕捉距
離を表4・3に示す。レーダを船舶発見の主たる手段とする視界制限下においては、他船発
見距離が使用レーダレンジの4．5割程度となる場合があることに留意しなければならない。
表4・3各レーダレンジにおける初回船舶捕捉距離
レーダレンジ 1．5 3．0 6．0 12．0 24．0
平均：M 0．9 1．9 3．8 7．6 15．1
標準偏差：σ 0．3 0．5 1．1 2．2 4．3
M十σ 1．2 2．4 4．9 9．719．4
M一σ 0．7 1．4 2．7 5．410．8
（表中の単位lNM）
4．1．5 船舶発見の遅れが出航操船に及ぼす影響
 視界制限下では、単に有視界範囲が狭まるだけでなく、レーダ／ARPAによる監視範囲を
も狭めることは、前述の通りである。更に、レーダによる船舶捕捉は、使用レーダレンジ
の4．5割程度となる場合があることが解析により明らかになった。これらの海技者の特性
を適用して、船舶発見の遅れが避航操船に及ぼす影響をシミュレーションする。
 視界制限下において、6マイルレンジを使用していた場合における他船発見距離は、表
4－3で示したように2．7マイル以遠である。最も条件の悪い場合を想定して、本船正面2．7
マイル（5000m）に存在する船舶をARPAにて捕捉したと仮定する。IMOの性能基準によれ
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ば、船舶を捕捉してから速力ベクトルが表示されるまでの時間が3分以内であるとしてい
ることから、最も条件の悪い場合を想定して、3分後に当該船舶の速力ベクトルが表示さ
れたとする。当該船舶の針路が自船と正反対であり、かつ、両船の速力を12ノットと仮
定すると、ベクトルが表示される位置は、年魚正面1．5マイル（2778m）まで接近したとき
である。この位置で、自船が面舵一杯により騒動を開始したと仮定する。
 自船を長さ300mタンカー型と想定し、式4．3に示す応答モデル［101を適用した場合、他
船の相対運動軌跡は、図4－5に示す曲線を描く。ここで、原点は自船位置であり、原点を
囲む曲線は、前章で述べた排他的閉塞領域である。この距離での発見では、自船のみの避
航動作では、閉塞領域から当該船舶の侵入を防ぐことはできない。上述の条件にて侵入を
防ぐには、少なくとも1．9マイルの地点で他船運動を把握し、直ちに避航を開始せねばな
らない。逆算すると、3．1マイル以遠にて発見することが侵入を防ぐ条件となる。
u＝K 6 （t nv T＋T’exp（一t／T））
  K＝ K’ （VIL）， T＝ T’ （LIV）
  K’ ＝ 1．7， T’ ＝ 6．0 （tanker type）
（式4．3）
ただし、
  t：時間（sec）
  Ψ：船首方位（rad）
  δ：舵角（rad）
  V：船速（m／sec）
  L：船長（m）
  K’and T’：操縦性指数
 次に、行会い角を時計回りに増やしてシミュレーションする。ここで、行会い角とは、
図4・6に示す角度をいう。初期位置において、両船は衝突する位置関係にある。本シミュ
レーションでは、閉塞領域に侵入しない最大の船長を行会い角に応じて算出することを目
的とする。その他の条件は、上述のシミュレーションと同様とする。
 算出した結果を図4・7に示す。横軸は行会い角を示し、縦軸は船長を示す。行会い角20。
で、極小値192mが算出された。換言すれば、視界制限下において長さ192m以上の船舶
を上述の速力にて運航する場合、レーダレンジを6マイルに設定した状態では、閉塞領域
内に他船の侵入を防ぐことができない状況が発生し得ることを示している。
4．1．6 視界状態が船舶の発見に及ぼす影響（まとめ）
 視界制限下においては、視界良好下に比べ、短距離レーダレンジを使用する傾向がある
ことが明らかになった。このことは、視界制限が単に有視界範囲を狭めるだけでなく、レ
ーダによる監視範囲をも狭めることを意味する。レーダ監視状況については、使用レンジ
の63％を中心として他船の発見がなされることが明らかになった。また、標準偏差を考慮
すると、使用レーダレンジの45％での発見もあり得ることが明らかになった。この結果を
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用いて、6マイルレーダレンジを使用した視界制限下での避航操船をシミュレーションし
たところ、船長192m以上の船舶において、行会い船と著しく接近する状況を避けること
ができないことが明らかになった。
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4．2 視界状態が現状把握に及ぼす影響
 目視による他船観測は、レーダ観測に比べ、解析精度は劣るものの短時間にて必要な情
報が得られる利点があることを前章において議論した。このため、視界良好下と視界制限
下では、現状把握に要する他船情報取得方法が異なることが考えられる。本節では、操船
シミュレータによる検証結果を基に、各視界状態下における他船情報取得方法の特徴につ
いて議論する。また、特徴の違いが、見張り作業に及ぼす影響について議論する。
4．2．1 検証のための設定条件
 検証のために用いた海域の概要、シナリオの概要並びに評価の方法及び評価対象項目に
ついて記述する。詳細は以下に記述するが、設定した諸条件の概要を表4・4に掲載する。
表4・4 検証に当たっての諸条件
設定項目 設定内容
海域 シンガポール海峡東航深喫水通航帯iPhillip Channel入口～Batu Berhanti）
自船 VLCC（長さ320m）、フルロード（喫水19．51n）
初期速力 12．Okn’（Standby Full Ahead）
風向・風速 Calm
海潮流 NIL
時間帯 日中
視程 視界良好（視程10マイル以上）又は一部区間視程1マCルの2状態
B．T．の構成
茸山経験を持つ船長1名、実職経験を持つ航海士2名、
?ﾇ手1名（操舵手は操舵に専念し、見張りその他の作
ﾆは行わない）
B．T．
視界良好状態を9チーム、一部区間視程1マイルの状態
?P1チームが実施
その他 ARPAの表示に関する情報更新遅延時間は0秒とする。
4．2．1．1 海域の設定
 検証にあたっては、シンガポール海峡（東航）を用いた。この海域は周知のように、ペ
ルシャ湾から原油を満載したタンカーが日本に向かう際に通航する海峡である。分離通航
方式が採用され、東航と西航の通航帯が設定されている。更に東野通航帯は、所々に浅海
域が存在するため、深喫水船舶とそれ以外の船舶との通航帯を分離している。本海峡北部
には、シンガポールの主要港が位置するため、シンガポールへの出入港船舶が通航帯を横
切る。また、同海峡は多数の小型漁船が操業している。熱帯特有のスコールにより突然視
界が制限されることもある。このようなことから、同海峡は、船舶通航の難所として有名
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であり、他船の現状を早期にかつ精度良く把握することが安全な航海を達成する上での鍵
となる。図4・8に自船及び航行船舶の初期配置を示す。
42．1．2 検証シナリオ概要
 視界良好の状態と一部区間（図4・8破線で囲まれた海域）において視程1海里となる2
状態を実施した。各状態において、シンガポールへ入港するために減速及び変針するコン
テナ船に対する現状把握状況を計測した。同コンテナ船が、入港のためパイロットステー
ションへ向首した際の自船と航行船舶の位置関係を図4・9に示す。また、同地点へ到達す
るまでの自船及びコンテナ船の行動を表4・5に掲げる。コンテナ船を本検証に用いた理由
は、次の通りである。
  〈コンテナ船について〉
   初期段階において、衝突関係にない船舶が、当該船舶の変針変速により衝突のおそ
   れが発生する。他船の運動変化について、どのような情報を基に把握を行っている
   のかを確認するとともに、視界状況の違いが情報入手に及ぼす影響を確認する。ま
   た、本海域を航行するコンテナ船は、一般的にシンガポールに入港することがよく
   知られており、他の種類の船舶に比べ、注意深い監視が期待される。
表4・5 対象となる船舶の動静
船舶
VLCC（自船）
コンテナ船
動静及び自船との関係
検証のために操船される早船である。シンガポールPhilip
Channelの深喫水船通航帯を、速力12ノットにて東航する。
浅喫水船通航帯を速力18ノットにて東航し、自船を右後方から
追い越す。その後、図中①の地点にてパイロット乗船時刻調整
のため減速を開始する。減速しながら②の地点においてパイロ
ットステーションに向け針路067。から針路010。まで変針し、
自船の計画コースライン上（③の地点）において停留する。
なお、航海開始時における自船とコンテナ船との距離が約2マ
イルであるため、開始時において、自船のレーダ／ARPAにより
同船が捕捉されている。
4．2．1．3 ブリッジ・チームを用いる理由
 船舶の発見に関しては、特に視界制限下ではレーダ／ARPAでの捕捉時機を発見時機とし
て判断しても差支えない。ところが、他船に関する現状をどのような清報から何を判断し
たのかは、通常操船者の頭脳で行われることなので、外部からの観測が困難である。そこ
で、本検証航海においては、船長、2名の航海士及び操舵手からなるブリッジ・チーム（以
下、チーム又はB．T，と記す）を編成し、各チームメンバ間において交わされた会話を解析
することにより、通常操船者の頭脳で行われている情報入手及び情報解析について評価す
る。
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4．2．1．4 評価の対象
 メンバ問において交わされた会話の内容及び操船結果から、次の項目を評価する。
  （1）対象船舶に関する入手した情報
  （2）対象船舶に対する現状把握結果
 なお、本検証に当たっては、ARPAの表示遅延を含ませていない。これは、目視観測か
ら得られる情報の質とレーダ／ARPAが表示する情報の質を比較する際、 ARPA情報更新遅
延に起因するものなのか、それともレーダ／ARPAの表示に起因するものなのかを区別する
ためである。また、職親更新遅延に関する影響は、後ほど遅延分を結果に加算すれば足り
るからである。
4．2．2 運動変化の把握
 視界の状況が運動変化の把握に与える影響について検証する。ここでは、東航浅喫水船
通黒帯を航行中のコンテナ船が、シンガポール入港のためにとった減速及び変針に対する
チームの認識状況を視界の状況別に分析する。
 図4・10は、同船の運動変化を確認した旨の情報交換がチーム内にて最初に交わされた
時の自船と同船間の距離を示す。横軸はチーム番号を示し、視界状態ごとに実施した順で
並べている。ここで、運動変化の確認は、同船が図4・9に示す①の減速開始地点以降にお
いて、コンテナ船が減速したこと、変針したこと又は航路に沿って航行していないことが
確認できる会話がチーム内で最初になされた時点とする。
 視界良好下では、全て1．5マイル以遠にてコンテナ船に対する運動変化を認識している。
一方視界制限下では、4／11チームが1．5マイル以下での認識となった。この内チーム＃13
及び＃19に関しては、同船が視界の内に入ってからの認識となった。視界制限下では、視
界良好下に比べ、運動変化の把握の遅れが高い確率で発生しやすい環境であると捉えるこ
とができる。
4．2．3 目視観測から得る清報とレーダ／ARPAから得る情報との性質の違い
 目視観測から他船惰報が得られる視界良好下とレーダ／ARPAによる観測が他船情報を
得るための主な手段となる視界制限下において、各チームがどのような他船情報を基に、
コンテナ船に対する運動変化を把握したのかを調査する。
 初めに、コンテナに対する運動変化認識時になされた会話の内容を分析し、運動変化の
把握に至った状況についての調査を行う。
 次に、運動変化認識時におけるコンテナ船の針路及び速力について、視界状態ごとに比
較分析する。会話の解析結果と併せて、どの程度針路又は速力が変化すると運動変化を認
識することができるのかを評価する。
4．2．3．1 運動変化把握時における会話の内容
 表4・6にコンテナ船の運動変化把握時にチーム内でなされた会話の内容を示す。視界良
好下では、7／9チームが「変針」若しくは「針路が交差する」ことが会話に含まれている。
一方視界制限かでは、が、8／11チームが「速力が遅い」又は「減速した」ことが会話に含
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まれている。このことから、視界の状態により運動変化の認識に必要な情報が異なること
が推察される。
4．2．3．2 視界良好下における運動変化の把握
 視界良好下では、7／9チームが針路によりコンテナ船の運動変化を把握していた。そこ
で、コンテナ船の運動変化把握時における同船の針路を図4・11に示す。コンテナ船は、針
路067。から010。まで変針する。
 チーム番号＃3、＃5及び＃7については、変針完了までにコンテナ船の運動変化を把握し
ていない。これは、コンテナ船変針時における姿勢角が平均140度であり、その後姿頭角
が減少して90度に近づいていく。前章（付録2参照）で述べたように、この付近の姿勢
角は、視角変化が大きく現れない状態であり、このことが影響していると考えられる。運
動変化把握時における会話、同船の針路及び同船までの距離の状況から、視界良好下では、
一定の距離（本件では約2マイル）に接近した船舶について、当該船舶の針路が自船針路
と交差していることにより運動状況の変化を把握している。
4．2．3．3 視界制限下における運動変化の把握
 視界制限下における運動変化の把握について議論する。視界制限下では、8／11チームが
速力によりコンテナ船の運動変化を把握していた。そこで、コンテナ船の運動変化把握時
における同船の速力を図4－12に示す。コンテナ船は、18kn’から2kn’ないしOkn’まで減速
する。
 視界制限下におけるコンテナ船に対する運動変化を把握したときの同船の速力は平均
3．8kn’である。一番速い速力で認識したのは、チーム＃15の7．2kn’である。このときのコ
ンテナ船の針路は037。である。前章において述べたように、レーダ／ARPAで表示された
ベクトルから運動変化を把握する場合、針路変化については、ベクトル先端の移動距離か
ら把握することとなる。ところが、速力が低下している状態では、ベクトル長が短いため、
ベクトル先端の移動距離が短く、針路変化を判断することは困難となる。半径140mmの
レーダディスプレイにおいて、3マイルレンジ、ベクトル長を3分に設定した場合、7．2k11’
で航行する船舶が針路067。から037。に変針した場合におけるベクトル先端移動距離は、
8．8mmである。一方、速力変化については、同様のレーダ設定の場合、18kn’から7．2kn’
に減速した場合のベクトル先端移動距離は、25．2mmである。このことから、異動距離の
多い速力変化によりコンテナ船の運動変化を認識したことが考えられる。また、コンテナ
船の運動変化把握時における周囲航行船舶の速力は、10～14kn’であった。このときのベク
トル長は、23．3mm～32．6mmである。コンテナ船の運動変化を認識した時点の同船の平
均速力3．8kn’のときのベクトル長は、8．9mmである。周囲の船舶とのベクトル長の差が歴
然としている。このことからも速力による運動変化の認識につながったと考える。
4．2．4 視界状態が現状把握に及ぼす影響（まとめ）
 視界良好下と視界制限下におけるコンテナの運動変化の把握方法について、チーム内で
交わされた会話並びに同船の運動把握時における距離、針路及び速力を解析した結果、次
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のことが明らかになった。
（1）視界制限下における運動変化把握時機
  視界良好下では、9チーム全てが1．5マイル以遠にてコンテナ船の運動変化を把握
 したのに対し、視界制限下では、11チーム中4チームが1，5マイル以下での運動把
 握となった。また、この内2チームは視野の内（1マイル）に入ってからの把握であ
 つた。このことから、視界制限下では、視界良好下に比べ、運動変化の把握の遅れが
 高い確率で発生しやすい環境であることが検証された。
（2）視界良好下における運動変化の把握
  針路及び速力が変化する船舶に対し、針路変化から当該船舶の運動変化を把握して
 いることがチーム内の会話を解析することにより明らかになった。このことから、目
 視観測が主たる見張りの手段となる視界良好下では、針路変化に比べ、速力変化の把
 握は困難であることが明らかになった。ただし、針路変化についても、他船の姿勢角
 が90度に近い状態においては、変化の把握が遅れることがある。
（3）視界制限下における運動変化の把握
  針路及び速力が変化する船舶に対し、速力変化から当該船舶の運動変化を把握して
 いることがチーム内の会話を解析することにより明らかになった。このことから、レ
 ーダ／ARPAが主たる見張りの手段となる視界制限下では、速力変化に比べ、針路変
 化の把握は困難であることが明らかになった。ただし、速力変化そのものを把握した
 のではなく、周囲航行船舶との速力差が大きいことから、速力変化があったことを結
 果として把握したことが推定される。
 第3章で述べたように、針路が交差しているかどうかを容易に判断できる視界良好下で
は、航行船舶に対する継続監視が必要か否かの判断が容易になる。針路変化を容易に判断
できる視界良好下では、他船の将来予測に対する信頼度が高いことを意味する。これらの
ことは、見張り作業負荷を軽減することにつながると考えられる。次節において、このこ
とを議論する。
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表4・6 コンテナ船の運動変化把握時にチーム内でなされた会話の内容
チーム
mo． 視程 認識時の会話 その後に続く会話 変化認識
＃1 良好 右前クロス気味の同航、6kn’（航海士） 一 針路、速力
＃2 良好 右のベアリング072。の船舶スピード落としました。i航海士） ベアリング左に変わっています。（航海士） 速力
＃3 良好 右前東航ディープレーンに入ってくるコンテナ1’．6i航海士） 一 針路、距離
＃4 良好 右30。ブイの右側船体クリーム色のは？（船長） そのまま被ってきそうです。（航海士） 針路
＃5 良好 右前のコンテナ入ってくるからね。（船長） スピード4kn’、距離1ワです。（航海士） 針路
＃6 良好 右前のコンテナ、シンガポール行きかな。少し被ってるﾋ。（船長） 少し被ってます。左に来ています。（航海士） 針路
＃7 良好 コンテナが曲げてきました。（航海士） 了解。曲げたな。（船長） 針路
＃8 良好 あのコンテナはどうなった。（船長） 速力3knです。（航海士） 速力
＃9 良好 右前のコンテナ、コース変えているようだけど（船長） 一 針路
＃10 不良 ベアリング073。に8kn’の遅い同航船（航海士） 8から5．3kn’にどんどん遅くなっている。（航海士）速力
＃11 不良 ブイの右側に一隻。変化を追っていなかったので分か轤ﾈい。（航海士） 6kn’、CPAO「．1（航海士） 速力
＃12 不良 コンテナ船、速加2kn’に落ちた。（航海士） 一 速力
＃13 不良 右のコンテナ、曲げました。（航海士） 一 針路
＃14 不良 速く走っていたコンテナが止まりました。右前です。i航海士） ：コンテナ船、入港かもしれません。（航海士） 速力
＃15 不良 ＃（ARPA．No．）、スピード落ちてないですかね。i航海士） 本船に近づいてきています。（航海士） 速力
＃16 不良 本船を追越したコンテナ船、減速しました。ベアリングO69。、2’．0、針路を左に変えてきている。（航海士） 一 速力、針路
＃17 不良 何か見えてきたな。船が見えてきよる。（船長） あれが、曲がりよるんか。（船長） 針路
＃18 不良 右舷3ポイント、2’に北に向かっている遅い横切り船が?閧ﾜす。（航海士） 一 針路、速力
＃19 不良 その船、シンガポールに入っていく。（船長） 一 針路
＃20 不良 コンテナ船は、2kn’まで減速しました。（航海士） 一 速力
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4．3 視界状態別における見張り作業負荷
 4．1節において、視界制限下における見張り範囲が狭まり、船舶の発見が遅れることが
明らかになった。前節においては、視界制限下では、視界良好下に比べ、運動変化の把握
の遅れが高い確率で発生しやすい環境であることが検証された。また、視界の状態により、
運動変化の把握に用いた他船情報が異なることが確認された。本節では、視界制限状態に
おいて船舶の発見が遅れ、また、高い確率で他船運動変化の把握が遅れる原因を究明する
ことを試みる。
 第3章で議論したように、目視観測により概略の針路が瞬時に把握できる視界良好下で
は、継続的な監視が必要な船舶とそうでない船舶の判断が容易であることを示し、このこ
とが見張り負荷の低減につながることを概念的に導いた。反対に、レーダ観測では、瞬時
に概略の針路が把握できないため、継続的な監視が必要な船舶とそうでない船舶の判断に
時間がかかる。その結果、あらゆる船舶に対して見張りを行うため、全体的に情報収集頻
度が高くなることが考えられる。
 また、第3章では、針路変化の把握が容易な視界良好下では、現状把握結果の延長によ
る将来予測結果の信頼度が視界制限下に比べ高く、その結果、視界制限下に比べ、周囲航
行船舶に対する観測頻度を下げることができることを概念的に導いた。反対に、視界制限
下では、現状把握結果の延長による将来予測結果の信頼度が視界良好下に比べ低くなる。
よって、清々取得頻度を高め、現状把握の延長期間を短縮することにより、信頼度の低さ
を補うことが考えられる。
 しかしながら、第1章で議論したように、海技者の発揮する能力には限界があり、情報
収集頻度もいずれは限界に達することが予想される。
 本説では、前節の解析に用いた環境下において、コンテナ船に対する避航動作が完了す
るまでの間における情報収集状況をチーム内の会話を通じて解析し、視界状態別の情報収
集作業負荷について議論することとする。
 解析に当たっては、会話を通じて操船者の見張り作業の細部が可観測となるブリッジ・
チームによるものが適当である。そこで、前節で用いたチームによるシンガポール海峡航
行結果を採用することとする。コンテナ船の運動変化を把握するまでの前区間とコンテナ
船の運動変化を把握した後、八尋完了までの後区間に分けて解析する。前区間においては、
コンテナ船の運動把握前における情報収集作業状況を視界状態別で比較することにより、
視界制限下における他船運動変化の把握の遅れの原因について議論する。後区間において
は、コンテナに対する継続的な見張り中において、その他の船舶に対する見張り状況を視
界別に比較することにより、視界制限下における船舶発見機能達成の限界について議論す
る。
4．3．1 視界制限下において他船運動変化の把握が高い確率で遅れる原因
 コンテナ船の運動変化を把握するまでの間において、コンテナ船の運動把握前における
情報収集作業状況を視界状態別で比較することにより、視界制限下において他船運動変化
の把握が高い確率で発生する原因について議論する。
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4．3．1．1 コンテナ船の運動変化把握に至るまでの会話の解析
 視界が1マイルになった地点（視界良好下では同じ経度となった時点）からコンテナ船
の運動変化を把握するまでの問において、周囲の航行船舶に関するチーム内の会話を解析
する。解析に当たっては、表4・7に示す情報を「1件」と数え、その積算値（以後、情報
件数という）を視界別に比較する。例えば、航海士がある船舶に対し、「ベアリング090。、
2マイル、CPAO．3マイル。1との報告を船長にした場合は、情報件数を「3件」と数える。
表4・7 解析に用いた他船情報
情報の種類 船長※ 航海士
ベアリング 情報の要求 明確な数値を含む報告
ベアリング変化 情報の要求 明確な数値がなくとも、変化の内容を含む報告
針路 情報の要求 明確な数値を含む報告
針路変化 情報の要求 明確な数値がなくとも、変化の内容を含む報告
速力 情報の要求 明確な数値を含む報告
速力変化 情報の要求 明確な数値がなくとも、変化の内容を含む報告
距離 情報の要求 明確な数：値を含む報告
距離変化 情報の要求 明確な数値がなくとも、変化の内容を含む報告
CPA（再接近距離） 情報の要求 明確な数値を含む報告
CPAの変化 情報の要求 明確な数値がなくとも、変化の内容を含む報告
TCPA（再接近時間）情報の要求 明確な数値を含む報告
TCPAの変化 情報の要求 明確な数値がなくとも、変化の内容を含む報告
行き先 情報の要求 行き先に関する報告
※船舶を特定するための前置きは、情報要求内容の本質ではないので、情報件数に含めない
4．3．1．2 周囲の状況把握に対する作業負荷
 見張りにおける作業とは、「見張り機能達成に必要な情報を取得する作業」であること
を第2章で述べた。そこで、周囲航行船舶に関する会話の周期並びに情報1件当たりの交
換周期を作業負荷として、それぞれを視界状態別に比較評価することとする（用語の定義
は表4・8欄外を参照）。
 表4・8にコンテナ船の運動変化把握がなされる直前までに、各チーム内で交わされた会
話並びに情報数に関する解析結果を示す。視界良好下では、116秒に1回の周期で会話が
交わされているのに対し、視界制限下では、57秒に1回の周期で会話が交わされている。
また、清報1件当たりの平均周期に関しては、視界良好下では、99秒に1件の周期で情報
交換がなされているのに対し、視界制限下では、43秒に1件の周期で情報交換がなされて
いる。すなわち、視界制限下では、視界良好下に比べ、略2倍の頻度で情報の入手又は解
析を行っていることになる。この作業負荷が、視界制限状態において、他船運動変化の把
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握を遅らせる原因であると推定される。
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表4・8 コンテナ船の運動変化把握に至るまでの会話に関する解析結果
視界良好
チーム名 所要時間@（秒）
会話回数
@（回）
情報件数
@（件）
会話の平均周期
@ （秒／回）
情報1件当たりの
ｽ均周期（秒／件）
＃1 270 1 1 270．0 270．0
＃2 211 3 6 70．3 35．2
＃3 345 2 3 172．5 115．0
＃4 284 2 2 142．0 142．0
＃5 432 8 11 54．0 39．3
＃6 238 2 2 119．0 119．0
＃7 165 5 7 33．0 23．6
＃8 424 6 9 70．7 47．1
平均値 296」 3．6 5．董 116．4 98．9
視界制限
チーム名 所要時間@（秒）
会話回数
@（回）
情報件数
@（件）
会話の平均周期
@ （秒／回）
情報1件当たりの
ｽ均周期（秒／件）
＃10 226 4 4 56．5 56．5
＃11 390 7 10 55．7 39．0
＃12 190 8 11 23．8 17．3
＃13 714 9 11 79．3 64．9
＃14 260 8 13 32．5 20．0
＃15 296 5 6 59．2 49．3
＃16 250 2 3 125．0 83．3
＃17 635 9 13 70．6 48．8
＃18 389 14 16 27．8 24．3
＃19 524 14 18 37．4 29．1
平均値 387．4 8．0 10．5 5a8 43．3
（用語の定義）
 所要時間：視界が1マイルになった地点（視界良好下では、これと同じ経度になった地点）からコンテナ船の
      運動変化の把握に至るまでに要した時間
 会話回数：表4・7に掲げる情報を含む船長又は航海士の発言回数
 情報件数：船長又は航海士の発言中に含まれる表4・7に掲げる情報の積算数
 平均周期：所要時間を会話の回数又は情報件数で除した値。
※＃9及び＃20については、最近行った実験であり、会話の解析が未完であるため、現時点での掲載を見送る。
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4．3．2 視界制限下における他船発見の遅れの原因
 コンテナ船の運動変化を把握した後、コンテナに対する継続的な見張りの最中において、
その他の船舶に対する見張り状況を視界別に比較することにより、視界制限下における船
舶発見機能達成の限界について議論する。
4．3．2．1 コンテナ船の運動変化把握後から避航完了までの間における会話の解析
 コンテナ船の運動変化を把握した時点から、コンテナ船が自船正横を航過するまでの間、
チーム内で交わされた会話の回数と他船に関する情報数を視界の状態ごとに比較する。情
報数の積算方法については、前項と同様の手法とする。
4．3．2．2 現状把握に要する視界状態別作業負荷
 前項と同様に、コンテナ船に対する会話の頻度並びに情報交換頻度を作業負荷として、
視界状態別に比較評価することとする。
 コンテナ船の運動変化把握以降において、チーム内で同船に関してなされた会話の結果
を表4・9に示す。ただし、視界制限下におけるチーム＃13、＃17、＃18及び＃19に関しては、
コンテナ船の運動把握時機が他のケースに比べ大幅に遅れたことにより、同船に対する運
動把握時機から同船が自船正横を航過するまでの時間が短く、解析可能区間が極度に短い
ため、これらのチームを解析対象から除いている。
 視界良好下では、46秒に1回の周期で会話が交わされているのに対し、視界制限下では、
およそ31秒に1回の周期で会話が交わされている。また、情報交換周期に関しては、視
界良好下では、39秒に1件の周期で情報交換、がなされているのに対し、視界制限下では、
およそ24秒に1件の周期で情報交換がなされている。すなわち、視界制限下における現
状把握では、視界良好下に比べ、1．6倍の頻度で情報の入手又は解析を行っていることに
なる。
 また、コンテナ船を含む全ての航行船舶に対する視界制限下における会話頻度並びに情
報交換頻度は、それぞれ、視界制良好下の1．7倍、1．8倍の頻度でなされている。
 以上の解析結果から、視界制限状態は視界良好状態に比べ海技者に高い作業負荷を要求
していることが明らかになった。この高い負荷のためにその他の船舶の監視が間に合わず、
船舶発見の遅れにつながるものと考える。
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表4・9 コンテナ船に関する継続監視状況
チーム名
コンテナ船に
ﾖする会話の
@回数（回）
コンテナ船に
ﾖする情報
署煤i件）
監視時間
@（秒）
コンテナ船に関
ｷる会話の平均
?冝i秒／回）
コンテナ船に関する
﨣?P件当たりの
@平均交換周期
@ （秒／件）
全船舶に関する
﨣?P件当たりの
ｽ均交換周期
@ （秒／件）
全船舶に関する
﨣?P件当たりの
ｽ均周期（秒／件）
＃1 14 15 479 34．2 31．9 22．8 20．0
＃2 16 17 645 40．3 37．9 29．3 24．8
＃3 13 14 425 32．7 30．4 32．7 30．4
＃4 8 10 383 47．9 38．3 47．9 38．3
＃5 8 10 527 65．9 52．7 37．6 27．7
＃6 6 10 477 79．5 47．7 53．0 29．8
＃7 13 13 549 42．2 42．2 34．3 28．9
＃8 7 7 186 26．6 26．6 26．6 26．6
平均値 1α6 12．0 458．9 46．2 38．5 35．5 28．3
視界制限
チーム名
コンテナ船に
ﾖする会話の
@回数（回）
：コンテナ船に
ﾖする情報
署煤i件）
監視時間
@（秒）
コンテナ船に関
ｷる会話の平均
?冝i秒／回）
コンテナ船に関する
﨣?P件当たりの
ｽ均周期（秒／件）
全船舶に関する
?bの平均周期
@ （秒／回）
全船舶に関する
﨣?P件当たりの
ｽ均周期（秒／件）
＃10 28 37 432 154 11．7 13．9 9．8
＃11 15 20 388 25．9 19．4 25．9 19．4
＃12 12 16 522 43．5 32．6 22．7 18．0
＃14 17 20 741 43．6 37．1 23．9 18．1
＃15 25 26 382 15．3 14．7 14．7 13．6
＃16 11 17 469 42．6 27．6 27．6 15．6
平均値 藤8．0 22．7 489．0 3tO 23．8 2t4 ｛5．8
（用語の定義）
監視時間：最後にコンテナ船に関する会話がなされた時刻からコンテナ船の運動変化を最初に把握した
      時刻を引いた時間（ただし、正横航過後の会話は除く。）
その他の用語の定義は、表4・8に準ずる。
※＃9及び＃20については、最近行った実験であり、会話の解析が未完であるため、現時点での掲載を見送る。
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4．3．3 見張り頻度の限界
 見張りの頻度の限界について議論する。コンテナ船発見から同船が自船の正横を航過す
るまでの問において、コンテナ船に関してなされた会話の平均周期とコンテナ船を含む全
ての船舶に関してなされた会話の平均周期とを比較する。比較により、複数の船舶の見張
りに対する見張り周期の限界について議論する。ここで、視界制限下におけるチーム＃16、
＃20、＃21及び＃22に関しては、コンテナ船の運動把握時機が他のケースに比べ大幅に遅れ
たことにより、同船に対する運動把握時機から同船が自船正横を航過するまでの時間が短
く、解析可能区間が極度に短いため、これらのチームは解析対象から除いている。
 図4・13にコンテナ船に関する会話の平均周期とコンテナ船を含む全ての航行船舶に関
する会話の平均周期との関係を示す。百中の斜線は、縦軸と横軸の比が1：1の点を結んだ
ものである。すなわち、同線上のデータは、コンテナ船以外の船舶に対する会話が一切な
されなかったことを意味する。コンテナ船を含む、複数の船舶に関する会話がなされた場
合は、同線よりも下の領域にデータが表示される。コンテナ船を含む、複数の船舶に関す
る会話がなされた場合は、全体の会話の周期（縦軸）が23秒を下回らないところが特徴
的である。換言すれば、コンテナ船1隻のみに対して集中的な見張りがなされた場合は、
少なくともデータから周期15秒まで会話を密にすることができる。しかしながら、複数
の船舶に対して見張りをする場合は、23秒よりも密に会話を交わすことができないことが
考えられる。1回の会話がある船舶に対する1回の観測であると仮定すれば、23秒よりも
早い周期で複数の船舶を観測することはできないことになる。この周期が見張りの限界で
あると推察する。この値は、他の研究［田においても、略同等の値が得られており、妥当な
結果であると考える。
4．3．4 視界状態別における見張り作業負荷（まとめ）
 本節では、チーム内で交わされた他船に関する会話と会話に含まれる情報数を積算し、
それぞれの頻度を見張り作業負荷として評価した。
 視界制限下では、視界良好下に比べ、約2倍の情報交換頻度があることがチームの会話
を解析することにより明らかになった。このことが、視界制限下における船舶の発見の遅
れ並びに現状把握の遅れにつながる原因であることが推察される。
 複数の船舶に対して見張りを行う場合は、1隻当たり23秒に1回以上の観測が見張り周
期の限界であることが推定された。ただし、この結果は、チームによる結果であるので、
単独当直においては、限界周期が更に長くなることが考えられる。
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4．4 本章のまとめ
本章では、視界の状態が見張りに与える影響について、操船シミュレータを用いた検証を
行った。その結果、次のことが明らかになった。
（1）船舶の発見
 単独当直による船舶発見時機の特性を視界別に解析した。視界制限下においては、見張
り範囲が狭まり、その結果、船舶の発見が視界良好下に比べて遅れることが明らかになっ
た。レーダによる船舶の発見距離は、使用レンジの63％程度であり、標準偏差を考慮する
と、使用レンジの45％まで落ち込むことも現実としてあり得ることが明らかになった。こ
の結果を用いて、6マイルレーダレンジを使用した視界制限下での避航操船をシミュレー
ションしたところ、船長192m以上の船舶において、行会い船と著しく接近する状況を避
けることができないことが明らかになった。
（2）現状把握
 会話を通じて海技者の意図が可観測となるブリッジ・チームによる他船現状把握状況を
解析することにより、視界の状況が見張り作業に与える負荷を評価した。視界制限下では、
視界良好下に比べ、約2倍の情報を収集していることが明らかになった。視界制限下にお
いて、船舶の発見又は船舶の現状把握が高い確率で遅れる理由は、情報収集に要する作業
負荷が高まることが原因であると推察する。
（3）見張り頻度の限界
 ブリッジ・チームによる他船現状把握状況を解析した結果、複数の船舶に対して見張り
を行う場合は、1隻当たり23秒に1回の観測が見張り周期の限界であるとの結果を得た。
 単独当直での視界制限下の操船において、見張り範囲が狭まる結果となったのは、情報
収集に要する作業量が視界良好下に比べ多くなることによると考える。このため、遠方の
船舶まで監視が行き届かなかったことが（2）の結果から類推される。その結果、視界制限下
では船舶の発見が遅れたものと考える。
 次章においては、船舶交通状態が見張り機能達成に及ぼす影響について議論する。
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第5章 船舶交通の状態が海技者の見張り機能達成特性に与える影響
 第3章において、海技者の見張り機能達成特性は、船舶交通状態に影響されることを概
念的に導いた。本章では、この影響に関する検証を行う。検証にあたっては、視界再現装
置および標準的な航海計器を有する操船シミュレータを用いる。得られた操船結果を基に、
次の事象について議論する。
（1）船舶航行密度が船舶の発見に及ぼす影響
 航行密度の増加は、観測対象船舶数の増加により、単純にタスクが増加する。そのため、
付近の船舶に対する監視が集中し、見張り範囲が狭まることが予想される。その結果、遠
方より接近する船舶の発見時機が遅れることが考えられる。このことについて、航行密度
の違う海域において使用されたレーダレンジと船舶発見時機の比較により検討する。
（2）船舶交通流が将来予測に及ぼす影響
 船舶交通流が存在する海域では、多くの船舶が一定の船舶交通流に沿って航行する現象
が多く発生する。このような場合、船舶交通流に沿わないで航行する船舶に対しては、航
行船舶の現状が把握されていても、現状把握を単純に延長するだけでは将来予測ができな
い場合がある。また、船舶交通流に沿わないで航行する船舶に対しては、将来予測が困難
な場合があり、著しく接近することを避けられないことが考えられる。このことについて、
操船シミュレータにより、船舶交通流が存在する海域での操船結果と、船舶交通流のない
海域での操船結果との比較により検討する。
（3）漁船の存在が見張り作業に与える負荷
 漁船は大きさが小さいこと、また、運用上の特殊性から、将来予測が困難であることを
指摘した。そのため、操船者の見張り作業に対する負荷が高いことを概念的に議論した。
このことについて、ブリッジ・チームによる会話を解析することにより、検証する。
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5．1 船舶航行密度が船舶の発見に及ぼす影響
 航行密度の増加は、観測対象船舶数の増加により、単純にタスクが増加する。そのため、
付近の船舶に対する監視が集中し、見張り範囲が狭まることが予想される。その結果、船
舶の発見時機が遅れることを第3章において議論した。本説では、このことを検証する。
5．1．1 検証のための設定状況
5．1．1．1 検証に用いた海域と供試船舶の設定状況
 図5・1に示す海域において、検証のための操船を行った。2級海技士（航海）以上の免
状を持ち、かつ、二等航海士以上の実務経験を持つ海技者が同海域を操船した。当該海域
航行中における自船の初期状態、視程、外乱に関する条件を表5・1に示す。
5．1．12 船舶航行密度の算出方法
 一般的に、船舶同士の遭遇状況は、自船の速力によって決まる。周囲船舶の存在が一様
であり、自船以外の船舶の速力が一定であるとしたとき、自船が他の航行船舶に比べ速い
場合は、後方の船舶と遭遇確率は零に略等しく、前方に存在する船舶との遭遇確率が最も
高くなる。一方、自船が漂流中の場合は、全周囲から等しく船舶と遭遇する確率を持つ。
操船者の見張りもこの理屈に従い、自船と周囲航行船舶の速力に応じて、重点的になされ
る方位が変化すると考える。本検証においては、自船速力に対し、1．5倍の速力を持つ船
舶と遭遇すると仮定し、自県と当該船舶との再接近時間が一定となる半径3マイルの円を
設定し、同円内における航行密度を1秒毎に算出した。図5・2の場合は、円内に他船が4
隻存在するので、4（隻／32πマイル2）である。
 本研究において、航行密度とは、以上の方法により算出した船舶隻数と定義する。、
表5・1設定条件
航行海域
野島埼南西沖
@ ～
@早帰西沖
大島乳ヶ埼北沖
@  ～
@洲崎北西沖
 東京湾湾口
@  ～
Y賀水道航路入口
外乱 なし なし なし
視界の状況
日中視界良好
@並びに
糾E制限状態
日中視界良好
@並びに
糾E制限状態
日中視界良好
自船四種 VLCC（320m） VLCC（320m）VLCC（320m）
速力（kn’）  15．6
iNav． Full）
 15．6
iNav． Full）
 12．0
iS／BFull）
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5．1．2 航行密度と見張り範囲
 第3章において、自県周囲の航行密度が高くなると、周囲の船舶に対する動静監視の必
要性から、船舶捜索範囲が狭まることを指摘した。そこで、船舶発見時における航行密度
と使用レーダレンジに着目し、操船結果を解析することとする。
 ここで、船舶発見時とは、レーダにて船舶を最初に捕捉した時機とする。厳密に言えば、
双眼鏡や肉眼にて発見の後、レーダにて船舶を捕捉する場合もある。しかしながら、殆ど
の場合において、その差は長くても数十秒程度である。したがって、レーダによる初回捕
捉時をもって船舶発見時として差し支えないと考える。
 表5－2に、船舶発見時における船舶航行密度に対するレーダレンジ使用率を視界別に示
す。どちらの視界状態においても、航行密度の増加に伴い、短距離レーダレンジの使用率
が高くなっている。このことから、航行密度の増加は、見張りの範囲を狭める影響がある
ことが明らかになった。
表5・2 船舶航行密度に対するレーダレンジ使用率
         （a）視界良好
     航行密度（隻）
激塔W（NM）
2 3 4 5 6 7 8   9 10 11
24
P2
U3
tO
0．50
O．50
0．40
O．60 0．50
O．50
0．43
O．57
0．50
O．50
0．18  0．25
O．64  0．75
O」8
0．78
O．22
0．50
O．50
標本数 2 2 5 12 14 2 11   4 9 2
（b）視界制限
   航行密度（隻）
激塔W（NM）
2 3 4 5 6 7 8 9 10 11
24
P2
U3 1．0
0．62
O．38
0．23
O．69
O．08
0．50
O．50
標本数 3 13 13 2
5．1．3 見張り範囲と船舶発見距離
 図5・3に航行密度に対する船舶発見距離を示す。横軸は、前項で定義した航行密度を示
す。縦軸は、船舶の発見距離を示す。発見距離に使用した値は、レーダによる初回捕捉距
離である。目視にて船舶を発見した場合には、レーダプロット時機と発見時期とに差が生
ずる。しかしながら、殆どの場合において、数ケーブル以内の差であるため、初回捕捉時
59
機をもって船舶の発見として差し支えないと考える。
 図中の近似曲線について、説明する。一般的に航海で用いられるレーダは、表5・3に示
すレーダレンジの仕様となっている。ここで、0．75マイルレンジを1としたとき、n回レ
ンジを広げた場合に表示されるレーダレンジ（R）は、式5．1に示す自然体数の底eの指
数関数で表される。すなわち、レンジを一つ広げた場合、物理的に監視可能な範囲も同式
に従うこととなる。よって、レンジを一つ広げた場合における船舶発見距離も同様にeの
指数関数に従うと考える。このことから、自然対数を用いて、データを近似した。
R ＝ O．375 exp （O．6931’ n）
（式5．1）
表5・3 標準的なレーダレンジ
n 1 2 3 4 5 6 7
R：レーダレンジ
@ （マイル）
0．75 1．5 3．0 6．0 12 24 48
 視界良好下における船舶発見距離は、航行密度が高くなるほど、発見距離が近距離にな
ることが分かる。また、自然対数を用いて近似した場合の相関係数は、0．791であり、発
見距離と航行密度には、高い相関があることが確認された。よって、視界良好下における
船舶の発見距離D（マイル）と航行密度ρとの関係は次式で表現される。
D＝ 一5．98 ln（p）＋ 15．8
（式5．2）
 一方、視界制限下においても、航行密度が高くなるほど、発見距離が近距離になる傾向
は見られるが、強い相関は見られない。これは、検証に用いた航行密度の範囲が狭かった
ことが理由として考えられる。視界制限下においても、航行密度が更に増加した場合は、
視界良好下と同等又はそれ以下の発見距離になることが予想される。また、前章で議論し
たように、視界良好下に比べ発見距離が近距離になっている。破線で囲った部分は、視界
良好下に比べ著しく発見距離が近距離となった箇所である。
5．1．4 船舶の発見（まとめ）
 レーダの使用レンジと捕捉距離を解析することによって、次のことが検証された。
 （1）航行密度が増加すると、見張り範囲が狭まる。
 （2）航行密度の増加によって、船舶の発見が遅れる。
 （3）船舶発見距離は、航行密度を変数とする自然対数により表すことができる。
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5．2 船舶交通流が将来予測に及ぼす影響
 船舶交通流が存在する海域では、航行船舶の現状が把握されていても、将来状況が正確
に予測できない場合があることを第3章で議論した。本説では、このことを検証する。
5．2．1 検証のための設定状況
 検証に用いた海域を図5・4に示す。図中の船舶配置は、本船と検証のための目標船舶と
の距離が5マイルになったときのものである。本船は、大島沖を東北東に進み、洲埼北方
沖で東京湾へ向け変針する。周知のように、同海域を北上する殆どの船舶は、矢印で示す
流れに沿って航行するため、洲埼東方沖にて変針する。本検証では、自船と衝突のおそれ
を保ったまま、目標船舶が洲二二で変針せず、三浦半島方面へ直進する。自船は避航船で
あるため、当該船舶の進路を避けなければならない。自船の高高開始時機と、別に行った
避航操船における海技者の標準行動結果との比較により、船舶交通流が将来予測に及ぼす
影響について検証する。
 2級海技士（航海）以上の免状を持ち、かつ、二等航海士以上の実務経験を持つ海技者
が同海域を操船した。検証にあたって用いた船舶並びに気象海象等に関する条件を表5・4
に示す。
表5－4 設定条件
設定項目 設定内容
海域 大島乳ヶ埼北沖～東京湾入口
自船 VLCC（長さ320m）、フルロード（喫水19．5m）
自船速力 15．6k11’（Navigation Full Ahead）、速カー定
自船計画針路 0600 （目標船舶との衝突予定地点における計画針路）
風向・風速 Calm
海潮流 NIL
時間帯 日中
視程 視界良好（視程10マイル以上）
目標船舶 貨物船（長さ100m）
目標船舶針路 000。 （自学との衝突予定地点における計画針路）
目標船舶速力 速力18kn’
5．2．2 海技者の標準行動
 筆者が所属するIMSF（lnternational Marine Simulator Forum）では、海技者の標準
行動のモデル化に関する共同研究が行なわれている。その一環として、各船舶職員養成機
関又は研究機関において実施されたシミュレータ訓練における海技者の行動記録を収集し、
避航操船に関する解析を行っている。
 解析に当たって必要となる航行環境に関するデータ、海技者の行動に関する定義並びに
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記録されるデータを表5・5に掲げる。これらは、各機関に提出を要請した項目である。中
間報告［11］によると、離婁操船における操船者の行動は、自船と他船とが成す針路交差角度
に影響されることが明らかにされた。ここで、針路交差角とは、図3・5に示す角度（θ）で
ある。自船が相手を右に見る場合を正とする。針路交差角度が影響するのは、第3章で述
べた閉塞領域が関係していると考える。海上衝突予防法第15条（横切り船）の航法が適
用される状況を想定する。避航船のみの動作で相手船舶が避航船の閉塞領域への侵入を防
ぐには、針路交差角度が小さいほど、遠方にて避航を開始する必要があることが岩永［9切
計算で明らかにされている。
 前項の検証では、自船と目標船舶との針路交差角度は60。であった。比較のために、各
機関から送付されたデータから、狭水道でなく、かつ船舶交通流が存在しない海域におい
て行われた針路交差角度60。を持つデータを抽出した。各行動における自船と他船との距
離を表5・6にまとめる。
5．2．3 船舶交通流船脱船に対する海技者の避航行動結果
 IMSFと同様の計測及び解析を前述の海域にて行った。 IMSFの結果と併せて、各行動
に対する自船と目標船舶との距離を図5－5に示す。
 まず、発見については、”IMS：Fの平均値±標準偏差”（以後、本節では標準値という）
内に収まっており、両者に大きな違いは見られない。
 次に、危険認識については、1つのデータを除き、標準値より低い値となった。更に、
避航開始については、すべての検証データが、標準値以下となった。これらのことから、
危険認識時機及び避航開始時機は、船舶交通流に影響されることが考えられる。これは、
目標となった船舶が交通流に沿って洲馬弓にて変針すると操船者が予測したためであると
考える。その結果、再接近距離は、標準値では1マイル程度を確保しているのに対し、検
証結果は0．2マイルしか確保できなかった。
 更に注目すべきは、難航内容の差である。IMSFの結果では、すべてのケースにおいて、
相手船が客船の船首を航過した。すなわち、直鎖が右転して相手船の進路を避けた。一方、
本検証航海では、すべての海技者が左転した。しかも、急激な左転ではなく、徐々に針路
を左に取った。その結果、目標船舶の船首前方0．2～0．3マイルを横切る結果となった。こ
のような行動を海技者が取ったのは、次のことが考えられる。
 （1）避航時機が遅れたため、右転では自船の閉塞領域の奥深くに目標船舶の侵入を許すこ
  とになるため
 （2）最後まで、目標船舶が東京湾に向かうと予測していたため
 （3）自県の行き先が東京湾であったため
5．2．4 船舶交通流が将来予測に及ぼす影響（まとめ）
 船舶交通流が存在する海域においては、海技者は他の航行船舶もその交通流に沿って航
行することを予測し、操船内容を決定する。そのため、たとえ乗船が避航船であったとし
ても、相手の変針を期待し、避航時機が著しく遅れる状況が生ずることがある。本検証航
海では、このことを確認することができた。
62
表5・5 避航操船における海技者の行動計測項目
（a）航行環境に関するデータ
項目 内容
海域に関するデータ 海域の絵、航行船舶の初期配置、外乱、視程など
自船に関するデータ 使用船舶の種類、大きさ、計画速力、計画進路など
（b）海技者の行動に関する定義
項目 定義
発見 海技者がターゲットとなる船舶を初めて認めた時
危険認識 海技者がターゲットに対し、継続した観測を始めた時
避航開始 ターゲットとなる船舶を避けるために、変針又は変速をした時
（c）計測項目
計測時機 計測項目
各行動時 ターゲットまでの距離及び方位
ｩ船針路
ｼ船針路
ｩ船速力
発見から密航開始までの問 ターゲット観測回数
寸寸開始時 舵角、又はテレグラフ
避航中 計画針路からの最大偏移角
再接近時 ターゲットまでの距離及び方位
ｩ船船首方位
ﾎ船速力
船首尾通過時 自船船首方位
D首尾通過の別
^ーゲットまでの距離
表5・6 家並操船における海技者の標準行動（θ＝600）
発見 危険認識 避航開始 再接近
自船と他船との距離
@平均値（NM）
6．1 4．7 2．9 1．3
標準偏差σ（NM） 1．9 1．6 12 0．5
（IMSFデータより、標本数15人）
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5．3 漁船が見張り作業負荷に及ぼす影響
 第3章において、漁船は大きさが小さいこと、また、運用上の特殊性から、将来予測が
困難であることを指摘した。そのため、操船者の見張り作業に対する負荷が高いことを概
念的に議論した。本節では、漁船の存在が見張り作業に与える負荷について検証する。
5．3．1 検証に用いた海域設定
 漁船の存在が見張り作業に与える負荷を検証するに当たっては、視界制限下におけるシ
ンガポール海峡を使用する。第4章の解析に用いたコンテナ船の停留位置手前約1．5マイ
ルに漁船群を配置する（図5・6参照）。コンテナ船に対する運動変化の把握について、第4
章で得られた結果と漁船配置後の結果とを比較し、漁船の存在の影響を検証する。また、
漁船群通過までの会話の状況と第4章の結果と比較し、漁船の存在による見張り作業負荷
への影響度を把握する。視界制限下においては、見張り作業負荷が視界良好下の約2倍と
なることが前章で明らかにされている。視界制限下における漁船群の存在は、漁船に対す
る見張りが集中し、見張り作業負荷が大幅に増加することが期待される。
5．3．2 漁船存在中における他船運動変化の把握
 図5・7にコンテナ船の運動変化把握時における同船までの距離を、図5・8にコンテナ船
の運動変化把握時における同船の針路を、図5・9にコンテナ船の運動変化把握時における
同船の速力を示す。チーム＃21～＃25までが、視界制限中に漁船群が存在するケースであ
る。その他のチームは、第4章と同じ結果を掲載している。
 距離については、漁船が存在する4／5チームが1．5マイル以下での運動変化の把握とな
った。針路については、漁船が存在する全てのチームにおいて、コンテナ船の変針終了後
における運動変化の把握となった。速力については、漁船が存在する3／5チームが2kn’
以下での運動変化の把握となった。
 以上のことから漁船が存在する場合は、標準的な視界制限下での運動把握に比べ、コン
テナ船に関する運動把握が遅れる傾向が確認された。
5．3．3 漁船の存在による見張り作業負荷への影響
 コンテナ船発見に至るまでにチーム内で交わされた全ての航行船舶に関する会話を解
析する。視界良好下、視界制限下並びに漁船が存在する視界制限下での解析結果を比較す
ることにより、漁船存在による見張り作業負荷への影響を評価する。本項においても前章
と同様の解析手法にて、周囲航行船舶に関する会話の周期並びに情報1件当たりの交換周
期を算出し、これらを見張り作業負荷として評価する。
 表5・7に、コンテナ船の運動変化把握に至るまでの会話に関する解析結果を示す。上か
ら順に、漁船が存在する視界制限下、視界制限下、視界良好下の結果である。
 漁船群が存在する場合における視界制限下での会話の平均周期は、約30秒であり、漁
船が存在しない場合の視界制限下で会話の平均周期に比べ、約1／2の周期になっている。
すなわち、会話の間隔が約2倍密になったことになる。同様に、清報1件あたりの周期に
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関しては、1．7倍間隔が密になっている。会話に比べ、情報件数の周期の密度が増加しな
いのは、漁船が殆ど運動していないため、針路、速力に関する情報が少なかったためであ
ると考える。
 参考までに、視界良好下の結果と比較すると、漁船群が存在する場合における視界制限
下での会話の周期は、視界良好下の3．9倍、情報1件あたりの周期は、3．8倍間隔が密に
なっている。
 前章において、見張り周期の限界は、約23秒に1回であると推定された。漁船群が存
在する場合における視界制限下での会話の平均周期は、30秒であり、限界周期との差は7
秒である。このことから、自船進路上に漁船が存在する環境下での見張りの作業は、限界
に近い高い負荷が掛かっていることが確認された。
65
表5・7 コンテナ船の運動変化把握に至るまでの会話に関する解析結果
視界1湘当地点からコンテナ運動変化認識までの時間
チーム名 所要時間@（秒）
会話回数
@（回）
情報件数
@（件）
会話の平均周期
@ （秒／回）
情報1件当たりの
ｽ均周期（秒／件）
＃21 350 23 39 15．2 9．0
＃22 363 10 10 36．3 36．3
＃23 739 25 32 29．6 23．1
＃24 975 24 27 40．6 36．1
平均櫃 606．8 20．5 27．0 30．4 26」
視界制限
チーム名 所要時間@（秒）
会話回数
@（回）
情報件数
@（件）
会話の平均周期
@ （秒／回）
情報1件当たりの
ｽ均周期（秒／件）
＃10 226 4 4 56．5 56．5
＃11 390 7 10 55．7 39．0
＃12 190 8 闘 23．8 17．3
＃13 714 9 11 79．3 64．9
＃14 260 8 13 32．5 20．0
＃15 296 5 6 59．2 49．3
＃16 250 2 3 125．0 83．3
＃17 635 9 13 70．6 48．8
＃18 389 14 16 27．8 24．3
＃19 524 14 18 37．4 29．1
平均恒 387．4 aO 1α5 56．8 43．3
視界良好
チーム名 所要時間@（秒）
会話回数
@（回）
情報件数
@（件）
会話の平均周期
@ （秒／回）
情報で件当たりの
ｽ均周期（秒／件）
＃1 270 1 1 270．0 270．0
＃2 211 3 6 70．3 35．2
＃3 345 2 3 172．5 115．0
＃4 284 2 2 142．0 142．0
＃5 432 8 11 54．0 39．3
＃6 238 2 2 119．0 119．0
＃7 165 5 7 33．0 23．6
＃8 424 6 9 70．7 47．1
平均値 296．f 3．6 5．1 11a4 98．9
        ※＃9、＃20及び＃25については、最近行った実験であり、会話の解析が未完
         であるため、現時点での掲載を見送る。
（用語の定義）
 所要時間：視界が1マイルになった地点（視界良好下では、これと同じ経度になった地点）からコンテナ船の
      運動変化の把握に至るまでに要した時間
 会話回数：表4－7に掲げる情報を含む船長又は航海士の発言回数
 情報件数’船長又は航海士の発言中に含まれる表4・7に掲げる情報の積算数
 平均周期：所要時間を会話の回数又は情報件数で除した値。
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5．4 本章のまとめ
 本章では、航行密度、船舶交通流並びに漁船の存在に関する船舶交通環境が見張りに与
える影響について、操船シミュレータを用いた検証を行った。その結果、次のことが明ら
かになった。
（1）船舶航行密度について
 船舶航行密度の増加は、見張りの範囲を狭める影響が確認された。その結果、船舶発見
距離も、航行密度の増加に伴い、近距離になることが確認された。船舶発見距離は、航行
密度を変数とする自然対数で表現されることが明らかになった。
（2）船舶交通流について
 IMSFにより研究された標準的な避航操船結果と、船舶交通流が存在する海域における
避航操船結果とを比較した。自船が避航船である場合でも、船舶交通流によっては、相手
に変針を期待するため、標準的な避航操船結果に比べ、著しく接近することが確認された。
（3）漁船の存在
 自贈進路上に漁船が存在する場合、その他の航行船舶に対する現状把握が遅れることが
確認された。漁船を航過するまでの問における見張り作業を解析した結果、漁船の存在に
より、見張り作業負荷が増加し、そのことが遅れの原因であると判明した。視界制限下に
おける漁船の存在は、漁船が存在しない場合の約2倍の負荷となることが確認された。ま
た、このときの作業負荷は、見張りの限界に近い負荷となることが確認された。
 漁船の付加は、ある一面では航行密度を高くすることと同等の意味を持つ。航行密度の
増加が見張り範囲を狭め、船舶発見距離が近距離となるのは、（3）の結果から、見張り作業
負荷の増加によるものと類推する。
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第6章 見張り機能達成度の評価
 第4章では、視界制限下において、見張り範囲が狭まり、船舶発見距離が視界良好下に
比べ近距離になることを示した。また、第5章では、船舶航行密度の増加により、見張り
範囲が狭まり、船舶発見距離が近距離になる傾向を示した。以上のことより、船舶発見距
離は、視界の状態と航行密度の関数で表されることを明らかにした。船舶発見距離が視界
と航行密度の関数で表現されるのは、見張り作業負荷が視界の状態と航行密度に依存し、
見張り作業負荷の増加により、見張り範囲が狭まることに由来するという結論を得た。
 本章では、これまで個々の検証にて確認された見張り達成度について、統一的な指標に
よる評価を試みる。とりわけ本研究においては、見張りの一機能である「船舶の発見」に
ついて、見張りの作業負荷を指標とした評価を試みる。上述のように、見張りの作業負荷
は、見張り範囲を決定し、船舶の発見距離に影響を及ぼしていることが考えられるからで
ある。
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6．1 単独当直における見張り作業負荷の指標
 チームの場合は、会話を通じて、船舶に対する監視の注目度を定量的に計測することに
より、ある状況に対する見張りの負荷を推定することが可能である。一方、単独当直の場
合は、どの船舶に注目して観測が行われているのかを外部から直接計測することが困難で
ある。ただし、次に示す見張り行動の計測は可能である。
（1）レーダによる観測時間
（2）目視による観測時間
 船舶航行密度の増加により、見張り範囲が狭まり、船舶発見距離が近距離になる傾向を
示すのは、他船情報取得のための監視頻度の増加による見張り作業負荷が原因であること
を第5章において結論付けた。
 そこで、航行密度の増加に対する各見張り行動に費やした時間の増減の対応を確認し、
対応の高い結果を単独当直における見張り負荷の指標として扱うこととする。
6．1．1 視界良好下における見張り負荷
 視界良好下においては、目視観測とレーダ観測の両方により、他船情報の取得が可能で
ある。従って、上に掲げた（1）及び（2）による見張りが可能である。これらの見張り行動に
費やした時間と航行密度との関係を議論する。
（1）航行密度に対するレーダ観測に費やした時間
 図6・1に、航行密度の変化に対するレーダ観測に費やした時間の変化を示す。データは、
「野島灘南西沖～洲埼西沖」並びに「大島乳ヶ埼北沖～洲崎北西沖」の単独当直のもので
ある。縦軸の航行密度及び横軸のレ・一一ダ観測時間は、次のように算出した。まず、各海技
者が行った操船結果を開始から300秒毎の区間に分ける。その後、各区間における平均航
行密度と、レーダ観測に費やした観測時間を算出する。
 レーダ観測に費やした時間は、航行密度の増加と共に、やや減少する傾向を示す。
 一般的に、レーダ観測は、遠距離の船舶を探索することには適している。一方でレーダ
観測は、第3章で議論したように、目視観測に比べ他船の現状を把握に時間を要する。こ
のため、レーダ観測は、近距離の船舶に対する現状把握には目視観測に比べ適さない。航
行密度の増加は、自惚の近距離を航行する船舶の増加を意味する。自船付近の航行船舶の
増加により、近距離に存在する船舶に対する現状把握の必要性が増し、レーダによる観測
時間が減少したものと考える。一方、付近を航行する船舶が少ない低密度の状況では、遠：
距離の船舶の捜索並びに、遠距離の船舶に対する現状把握が行われるため、レーダ使用時
間は増加するものと考える。
 以上の結果は、「船舶航行密度の増加により見張り作業負荷が増加する」という前章で
得られた結論に反する。よって、レーダの使用時間を作業負荷の指標に適用することは、
適当でないことが確認された。
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（2）航行密度に対する目視観測に費やした時間
 図6・2に、航行密度に対する目視観測に費やした時間を示す。航行密度及び費やした時
間の算出方法は前項と同様である。航行密度の増加により、目視による観測時間はやや増
加する傾向を示す。自船付近の航行船舶の増加により、近距離に存在する船舶に対する動
静監視頻度が増加したためであると考える。前項で述べたように、近距離の船舶に対する
現状把握は、目視観測が適していることから、本結果が示す傾向は妥当なものであると考
える。
 以上の結果は、「船舶航行密度の増加により見張り作業負荷が増加する」という前章で
得られた結論に合致する。よって、視界良好下にあっては、目視による観測時間を作業負
荷の指標に適用することは妥当であると考える。
 以上の議論から、視界良好下にあっては、目視による観測時間をもって、単独当直にお
ける見張り作業負荷の指標とするのが妥当である。
6．1。2 視界制限下における見張り負荷
 視界制限下にあっては、第3章で議論しように、目視観測の効果が期待できない。そこ
で、レーダ観測に費やした時間と航行密度との対応について確認する。
 図6－3に、航行密度に対するレーダ観測に費やした時間を示す。航行密度及び費やした
時間の算出方法は前項と同様である。航行密度の増加により、レーダによる観測時間はや
や増加する傾向が確認された。
 以上の結果は、「船舶航行密度の増加により見張り作業負荷が増加する」という前章で
得られた結論に合致する。よって、視界制限下にあっては、レーダによる観測時間を作業
負荷の指標に適用することは妥当である。視界制限下にあっては、レーダによる観測時間
をもって、単独当直における見張り作業負荷の指標とする。
6．1．3 単独当直における見張り負荷の指標（まとめ）
 航行密度の増加に伴い、目視による観測時間が増加する傾向が明らかになった。目視に
よる観測は、近距離の船舶に対する現状把握がレーダよりも早期に可能である。自船付近
の船舶が増加することを意味する航行密度の高い状況下における観測手段として、目視に
よる観測が選択されることは妥当な結果であると考える。以上のことから、目視による観
測時間を視界良好下の見張り作業負荷として適用することとする。
 視界制限下にあっては、先述の通り、目視観測の効果が期待できない。そのため、レー
ダによる観測時間と航行密度対応を確認した。レーダによる観測時間は、航行密度の増加
とともに増加する傾向が確認された。よって、レーダによる観測時間を見張り作業負荷と
して適用することとする。
 図6・4に視界良好下と視界制限下における見張り作業負荷と航行密度の関係を示す。航
行密度に対して見張り作業時間が増加する傾向にあることは、先述の通りである。また、
視界制限下の方が航行密度に対する作業負荷が高くなる。チームによる操船においても、
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視界制限下の作業負荷は、視界良好下の約2倍になることが確認されていることから、妥
当な結果である考える。
71
6．2 見張り作業負荷に対する船舶発見距離
 前節の議論の結果、単独当直においては、目視による観測時間を視界良好下の見張り作
業負荷とし、レーダによる観測時間を見張り作業負荷として適用することにした。本節で
は、この見張り作業負荷を用いて、見張り機能の一副次機能である船舶発見の達成度につ
いて評価を試みる。
 図6・5に見張り作業負荷に対する船舶発見時機を示す。縦軸は、船舶の発見距離を示し、
横軸は、船舶発見時近傍300秒間に占める観測時間で、見張り作業負荷を示す。図中の近
似線は、全データを対象に求めたものである。
 全体的な傾向としては、観測時間の増加と共に、発見距離が近距離になる傾向を示す。
周囲航行船舶に対する見張り作業負荷の増加により、発見時機が遅れることが示されてい
る。相関係数：が小さいのは、見張り作業負荷として扱った観測時間が、現在の手法では、
他船監視以外の時間を完全に除去できないところに原因があると考える。単独当直におけ
る他船監視時間の推定精度が向上されれば、解決される問題であると考える。
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6．3 本章のまとめ
 これまで個々の事象毎に評価した見張り機能達成度を統一的な指標の下に評価するこ
とを試みた。検証航海の結果から、視界の状態、漁船の存在等、航行環境が困難になると
チーム内の情報交換頻度が高くなることが前章及び前々章により確認された。そこで、視
界良好下における単独当直操船においては、航行密度の増加に伴い、費やす時間が増加す
る目視による観測時間を見張り作業負荷の指標として採用した。一方、視界制限下にあっ
ては、目視観測の効果が期待できないため、航行密度との対応を確認した上で、レーダに
よる観測時間を見張り作業負荷として採用した。
 採用された見張り作業負荷に対する船舶発見距離との関係を調査したところ、見張り作
業負荷の増加に伴い、船舶発見距離が近距離になることが判明した。このことから、見張
り作業負荷が増すことにより、船舶発見時機が遅れることが実証された。これにより、見
張り機能達成度は、見張り作業負荷で統一的に評価できることが示された。
 この評価手法は、見張り作業負荷の推定精度の向上により、船舶の発見だけでなく、そ
の他の見張り副次機能に対しても適用が可能であると考える。また、異なる航行環境条件
における見張り達成度を統一的な指標で評価することが可能となれば、海技者の技能特性
に適した合理的な航行安全対策の構築が可能となると考える。
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第7章 結論
7．1 断章のまとめ
 本研究では、海技者の見張り達成特性について議論した。以下に本論文において議論し
た概要と研究成果を周章ごとに整理する。
 第1章では、多くの衝突において「見張り不十分」が原因とされてきたことに対する問
題点を指摘し、見張り機能達成度の観点から安全運航を確立するための航行環境条件につ
いて議論した。海技者による見張り機能達成度は、航行環境の困難度により影響され、困
難度があるレベルを超えると、操船者が発揮できる能力と航行環境が要求する能力とのバ
ランスが崩れ、安全運航の確立に必要な見張り機能が達成できなくなることを指摘した。
 次に、見張り機能を「自船周囲を航行する船舶に関する情報を早期に入手し、入手した
情報を解析することにより当該船舶の運動状態を継続的に把握し、把握した運動状態を基
に将来状況を予測し、予測した将来清況に基づき周囲を航行する船舶との衝突を避けるた
めの適切な手段を講ずること」と定義した。更に見張り機能は、「船舶の発見」、「現状把握」、
「将来状況の予測」並びに「避航内容の決定」に展開されることを示した。
 第2章においては、見張り機能達成のために必要な情報取得作業について議論した。衝
突回避は、時間的制約があることから、情報取得に関しても時間に制約されることを示し
た。また、情報取得手段によって、同一内容の情報を取得する場合でも得られる精度と所
要時間が異なることを示した。
 第3章においては、4つの見張り副次機能ごとに、航行環境が機能達成に及ぼす影響に
ついて検討した。原則として、見張りは双眼鏡を含む目視観測かレーダによる観測により
行われる。それぞれの観測手段の特徴と航行環境を考慮した結果、視界の状態と船舶の航
行状態により、見張り機能達成度や見張り作業負荷が異なることを概念的に導いた。検討
した結果を以下に示す。
（1）視界の状態
 ・視界制限下では、視界良好下に比べ、見張り範囲が狭まり、船舶の発見が遅れる。
 ・視界制限下では、視界良好下に比べ、他船の現状把握が遅れる。
 ・視界制限下では、視界良好下に比べ、航行船舶に対する見張り作業負荷が高まる。
（2）船舶の航行状態
 ・船舶航行密度の増加により見張り範囲が狭まり、遠方より接近する船舶の発見が遅
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れる。
・船舶交通流の存在する海域において、船舶交通流を逸脱して航行する船舶に対して
は、現状把握の延長による将来予測が困難である。
・自船型路上に漁船が存在する場合、見張り作業負荷が高まる。
 第4章では、第3章で検討した視界の状態にかかる事項について、海技者の行動内容の
検証を行った。その結果、次のことが明らかになった。
（1）他船の発見について
 ・視界制限下では、視界良好下に比べ、短距離レーダレンジを使用する。その結果、
  発見時機が遅れる。
 ・レーダによる船舶の発見は、主に使用レーダレンジの63±18％の範囲で行われる。
（2）現状把握について
 ・視界制限下においては、他船の現状把握が遅れやすい環境である。
 ・他船が変針変速する場合、視界良好下では針路変化により変化を認識する。
 ・他船が変針変速する場合、視界制限下では、速力変化により変化を認識する。
（3）見張り作業負荷について
 ・視界制限下における他船現状把握に要する見張り作業負荷は、視界良好時の約1．8
  倍である。
 ・他船監視の限界は、23秒に1回であり、これ以上の頻度で複数の船舶を同時に観
  押することはできない。
（4）その他見張り全般
 ・視界制限下では、高い見張り作業負荷がかかる。その結果、遠方の船舶に対する見
  張りが困難になり、船舶の発見並びに現状把握時機が視界良好下に比べ遅れる。
 第5章では、第3章で検討した船舶の航行状態にかかる事項についての検証を行った。
その結果、次のことが明らかになった。
・航行密度の高い海域においては、短距離レーダレンジの使用頻度が高まる。その結
果、船舶発見距離が近距離になる。
・船舶発見距離は、航行密度を変数とする自然対数で表すことが可能である。
・将来状況の予測は、船舶交通流の影響を受ける。船舶交通流に沿わないで航行する
船舶に対しては、避航開始時機が著しく遅れる。
・漁船が軍船計画進路付近に存在する場合は、限界に近い頻度にて監視が行われる。
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 第6章では、第4章及び第5章において個別に評価された見張り機能達成度を統一的な
指標を用いて評価することを試みた。これまでの検証結果から、見張り作業負荷が見張り
機能達成に影響を及ぼしているという結論が得られた。そこで、評価指標には見張り作業
負荷を用いることにし、見張り作業負荷に対する船舶発見距離について評価した。これま
での検証においては、チームの会話を解析することにより、見張り作業負荷を定量化して
きた。単独当直においては、会話による解析が不可能なので、見張り作業負荷として可観
測な行動を模索した。視界良好下では、航行密度の増加と共に費やされる時間が増加する
肉眼観測時間をもって、見張り作業負荷とした。視界制限下では、見張りの主要手段であ
るレーダ観測時間をもって、見張り作業負荷とした。視界の状態に関わらず、見張り作業
の増加とともに、船舶発見距離が近距離になることが判明した。このことから、見張り作
業負荷により船舶発見距離を評価することが可能となった。この評価手法は、見張り作業
負荷の推定精度の向上により、船舶の発見だけでなく、その他の見張り副次機能に対して
も応用が可能であると期待される。また、異なる航行環境条件における見張り達成度を統
一的な指標で評価することが可能となれば、海技者の技能特性に適した合理的な航行安全
対策の構築が可能となると考える。
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付録1 視界制限中における事故発生状況
（1） 視界制限下と視界良好下の事故発生率
 平成12年10月1日から平成16年11月30日までの間に、横浜地方海難審判庁（二審
を含む）において裁決された衝突事故の概要を調査した。そのうち、両船共に総トン数400
トン以上の船舶が沿岸海域（港則法にさだめる港内および、海上衝突予防法で定められた
航路内を除く海域）を航行中において発生した衝突事故に絞って、発生件数をカウントし
た。視程1000m以上では10件、視程1000m未満では、10件の事故が裁決されている（1）。
 この期間、犬吠埼灯台において観測された気象データ（2）を基に、各状況下における単位
時間当たりの衝突事故発生率を算出した。視程1000メートルより良好な状況下では2．81
×10’4（件／時間）、それ以下の状況下では9．24×10’3（件／時間）である。つまり、視程1000メ
ートル以下の状況では、それよりも良好な状況に比べ、衝突事故発生率が約30倍となる。
（2） 衝突事故の際における針路交差角度
 （1）で述べた衝突事故について、難船が乱筆動作を取る前の針路交差角を調査した。結果
を次表に示す。出展の欄に網掛けをしたものは、夜間航行中の事故をある。針路交差角と
は、図3・5に示す角度である。針路交差角が180度の時は互いに行会う関係で接近してい
る状態である。
 視界制限下での針路交差角の平均値は、163．8度である。一方、視界良好下での針路交
差角度の平均値は、60．8度である。視界制限下では、互いに行会う状態で接近しているケ
ースが多いのに対し、視界良好下では、行会いの状態で接近したケースは見られない。付
録2に示すように、船舶の形状が細長いことから、行会い船に対する針路変化は容易に把
握できるが、船腹を見せた状態の船舶に対する針路変化の把握は容易でない。このため、
視界良好下での衝突事故における接近状態は、針路交差角の大きいときに発生していると
考える。一方、レーダ観測が中心となる視界制限下では、レーダ／ARPAに表示される他船
の針路変化は、ベクトルの移動距離として表されるため、他船の姿勢角（付図2・1参照）
に関係しない。このため、相対的に短時間で接近する行会い状態に近い船舶に対する現状
把握可能な時間が短く、十分な観測が行われないまま衝突したものと考える。
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付表1 接近時の視界別針路交差角度
視界良好（視程1000m以上） 視界制限（視程1000m未満）
出  展 針路交差角（度） 出  展 針路交差角（度）
平成13年横審第045号 136平成12年横審第031号 161
平成ユ4年横審第042号 29平成12年横審第121号 155
平成14年横審第094号 121平成13年横審第019号 172
平成14年横審第王08号 26平成13年横審第068号 170
平成14年横審第i25号 103平成14年二審第064号 129
平成15年横審第015号 18平成14年横審第061号 178
平成15年横審第026号 40平成14年横審第099号 175
平成15年横審第040号 40平成14年横審第131号 174
平成15年横審第070号 68平成15年横審第062号 160
平成16年横審第027号 27
出展欄中の網掛けは夜間を示す。
付録1中の参考文献
（1）横浜地方海難審判庁：横浜地方海難審判庁の裁決，
 http：／／www．mlit．go．jp／maia／10zenkoku／3yokohama／yokohama．htm
（2）銚子海上保安部：さらに過去の気象データ，
 http：〃www．kaillo．mlit．go．jp／03kankulchoshilkisyoulpastdata．htm
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付録2 変針に伴う視角変化
 付図2・1において、他船をDE（長さ：L）、船体中央を点C、操船者の視点（自船位置）
を点0、自船から他船までの距離ocをR、姿勢角をθ、視角をopとおく。また、船体中央
において視線に対して直角に置いた仮想スクリーンに投影された船体映像を酉とおく。
 L＜＜Rのとき、
   ip ＜＜1（rad）
                                  （付式2．1）
   ZADC 1 ZOCD ＝ o
                                  （付式2．2）
付式2．1より、
   AB FS R・卯
                                  （付式2．3）
一方、引照2．2より
   AB ＝L sine
                                  （付式2．4）
付式2．3及び付式2．4より
     L   ep ＝ i sinO
                                  （付式2．5）
 ここで、当該船舶が△θ変針したとする。変針中における当該船舶のベアリング変化及び
距離変化が十分小さい場合、変針角と姿勢角の変化は等しいから、他船変針による視角変
化△opは、旧式2．5より
   ・・÷血（・・△・）一丸血・
     一 L （sine 一 cosAe ＋ cosO・ sinAe） 一 L sine
ここで、△θ＜＜1（rad）とすると、 cos△θM、 sin△θ…△θだから、
     L cose        AeAq ＝
                                  （付式2．6）
よって、他船変針に伴う視角角変化は、当該船舶が自船に対し船腹を見せている時が最小
となり、船首尾を見せている時が最大となる。また、他船長が長いほど変化が大きく、自
船との距離が近いほど変化が大きくなる。
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 また、他船針路変化の把握は、視角変化だけでなく、変針前の視角に対する変針後の視
角変化率も判断の材料としていると考える。視角変化率をPとすると
   P＝坐＝＿L△θ     op tan e
                                  （付式2．6）
上式より視角の変化率は、他船までの距離に関係なく、姿勢角のみにより決定される。姿
勢角0。のとき無限大となり、90度とき0となる。
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EA C 仮想スクリー
θ B
θ
    ’@  ’   ’@ ’’ﾐ”Heading
点0：視点（自船位置）
点C：他船船体中央（他船位置）
DE＝L（他船長）
oc＝R（自船から他船までの距離）
θ：姿勢角
q：視角
。
付図2・1 姿勢角と視角
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